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１ －１   令和３ 年度介護報酬改定について 
 

 令和３年度介護報酬改定については、感染症や災害への対応力強化、地域包括ケアシステム

の推進、自立支援・重度化防止に向けた取組の推進、介護人材の確保・介護現場の革新、制度

の安定性・持続可能性の確保などを基本的な考え方として、各サービスの報酬・基準についての

見直しが行われました。 
 

１  令和３ 年度介護報酬改定の概要 

（１）感染症や災害への対応力強化 

感染症や災害が発生した場合であっても、利用者に必要なサービスが安定的・継続的に提

供される体制を構築 

○ 感染症対策の強化 

〇 業務継続に向けた取組の強化 

〇 災害への地域と連携した対応の強化 

〇 通所介護等の事業所規模別の報酬に関する対応 

 

（２）地域包括ケアシステムの推進 

   住み慣れた地域において、利用者の尊厳を保持しつつ、必要なサービスが切れ目なく提供

されるよう取組を推進 

〇 認知症への対応力向上に向けた取組の推進 

〇 看取りへの対応の充実 

〇 医療と介護の連携の推進 

〇 在宅サービスの機能と連携の強化 

○ 介護保険施設や高齢者住まいにおける対応の強化 

〇 ケアマネジメントの質の向上と公正中立性の確保 

〇 地域の特性に応じたサービスの確保 

 

（３）自立支援・ 重度化防止の取組の推進 

   制度の目的に沿って、質の評価やデータ活用を行いながら、科学的に効果が裏付けられた

質の高いサービスの提供を推進 

〇 リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の取組の連携・強化 

〇 介護サービスの質の評価と科学的介護の取組の推進 

〇 寝たきり防止等、重度化防止の取組の推進 

 

（４）介護人材の確保・介護現場の革新 

   喫緊・重要な課題として、介護人材の確保・介護現場の革新に対応 

〇 介護職員の処遇改善や職場環境の改善に向けた取組の推進 

〇 テクノロジーの活用や人員基準・運営基準の緩和を通じた業務効率化・業務負担軽減の推

進 

〇 文書負担軽減や手続きの効率化による介護現場の業務負担軽減の推進 
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（５）制度の安定性・持続可能性の確保 

必要なサービスは確保しつつ、適正化・重点化を図る 

〇 評価の適正化・重点化 

〇 報酬体系の簡素化 

 

   ※介護報酬改定の詳細は以下に記載されています。必ずご確認ください。 

      「介護情報サービスかながわ」（http://www.rakuraku.or.jp/kaigonavi/） 

        －ライブラリ（書式／申請）－１８．令和３年度介護保険制度改正・報酬改定 
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１ －２  基準条例・ 解釈通知について 

 

１  基準条例の制定 

（ １ ） 基準条例 

介護保険法等の規定に基づく 介護サービスの事業の人員、 設備及び運営に関する基

準については、 厚生労働省令で定める基準を基本と し つつ、 各自治体が条例で定める

こ と と さ れ、 神奈川県では次に掲げる条例が制定さ れています。  

神奈川県が所管する介護保険事業者・ 介護保険施設は、 こ れら の条例に定めら れた

基準に従っ て、 事業を実施し なければなり ません。  

 

１  軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（ 平成25年神奈川県条

例第14号）  

２  養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（ 平成25年神奈川県条

例第15号）  

３  特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（ 平成25年神奈川

県条例第16号）  

４  指定介護老人福祉施設の人員、 設備及び運営に関する基準等を定める条例（ 平成

25年神奈川県条例第17号）  

５  介護老人保健施設の人員、 施設及び設備並びに運営に関する 基準を 定める 条例

（ 平成25年神奈川県条例第18号）  

６  指定介護療養型医療施設の人員、 設備及び運営に関する基準を定める条例（ 平成

25年神奈川県条例第19号）  

７  指定居宅サービ ス等の事業の人員、 設備及び運営に関する基準等を 定める 条例

（ 平成25年神奈川県条例第20号）  

８  指定介護予防サービス等の事業の人員、 設備、 運営等に関する基準等を定める条

例（ 平成25年神奈川県条例第21号）  

９  介護医療院の人員、 施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（ 平成30

年神奈川県条例第46号）  

 

（ ２ ） 基準条例施行規則 

各基準条例に定める規定のう ち一部については、 規則に委任さ れています。  

（ ３ ） 解釈通知 

   条例・ 規則で定めら れた基準の趣旨及び内容については、 条例・ 規則と は別に通知

が発出さ れています。  

 

【 基準条例・ 基準条例施行規則・ 解釈通知の掲載場所】  

ウェ ブサイ ト  介護情報サービスかながわ 

→ ラ イ ブラ リ （ 書式／通知）  

→ ７ ． 条例・ 解釈通知等 

ht t p: //www. r akur aku. or . j p/kai go2/60/l i b. asp?t opi d=9 
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介護医療院

解釈通知
介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める
条例等について

H30.9.20 通知

介 護 保 険 法

指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定
める条例等について

居
宅

サ
ー

ビ
ス

基準

解釈通知

基準

厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準 H12 厚生省告示第29号

基準
指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定
める条例介護療養型

医療施設
解釈通知

指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定
める条例等について

厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通
所介護費等の算定方法

H27 厚生労働省告示第94号

厚生労働大臣が定める基準

H12 老企第54号その他 通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて

解釈通知

H12 厚生省告示第27号

( 参考資料） 介護保険法の体系図

介護保険法施行令

介護保険法施行規則

H27 厚生労働省告示第95号

介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める
条例

H27 厚生労働省告示第93号厚生労働大臣が定める一単位の単価

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 H25 神奈川県条例第20号

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等及
び指定介護予防サービス等の事業の人員、設備、運営等に関する基準等を定める条
例等について

H25.3. 29 高施第336号

厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等

介護老人
福祉施設

基準

解釈通知

H18 老計発0317001
H18 老振発0317001
H18 老老発0317001

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備、運営等に関する基準等を定める条例

指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定
める条例

H25.3. 29 高施第336号

H18 厚生労働省告示第127号

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅
療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用
の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

H12 厚生省告示第19号

H12 厚生省告示第21号

介
護
予
防

サ
ー

ビ
ス

基準

H25 神奈川県条例第17号

H25.3. 29 高施第336号

H30 神奈川県条例第46号

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等及
び指定介護予防サービス等の事業の人員、設備、運営等に関する基準等を定める条
例等について

H25 神奈川県条例第21号

施
設
サ
ー

ビ
ス

H25.3. 29 高施第336号

H25 神奈川県条例第18号

解釈通知

解釈通知

基準 指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特
定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算
定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

介護老人
保健施設

解釈通知
介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準
を定める条例等について

基準
介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準
を定める条例

H27 厚生労働省告示第96号

厚生労働大臣が定める外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費及び外部
サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護費に係るサービスの種類及び当
該サービスの単位数並びに限度単位数

H18 厚生労働省告示第165号

そ
の
他
報
酬
関
係

厚生労働大臣が定める施設基準

居
宅
サ
ー

ビ
ス

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準基準

H12 老企第40号

「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上
の留意事項について」の制定及び「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関
する基準（訪問通所サービス及び居宅療養管理指導に係る部分）及び指定居宅介護
支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につい
て」等の一部改正について

施
設

サ
ー

ビ
ス

指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準基準

介
護
予
防

サ
ー

ビ
ス

H25.3. 29 高施第336号

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特
定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算
定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

解釈通知 H12 老企第40号

H12 老企第36号

H25 神奈川県条例第19号

２ 介護報酬関係

１ 指 定 関 係
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１ －３   監査・ 行政処分 

１  厚生労働省調査結果（ 全国の状況）  

（ １ ） 介護サービ ス事業所の指定取消・ 効力停止処分 

厚生労働省の「 全国介護保険・ 高齢者保健福祉担当課長会議の参考資料（ 令和３ 年３ 月９ 日開

催） 」 によ ると 、 平成 12 年度の介護保険制度導入から 令和元年度までの 20 年間における指定取消・

効力の停止処分を 受けた事業所数は 2, 748 事業所に上っ ています。 令和元年度に処分を 受けたのは

153 事業所でし た。  

内訳は、 指定取消 78 事業所、 全部停止 16 事業所、 一部停止 59 事業所と なっ ています。 指定取消

については、 最も 重い行政処分であり 、 介護サービ ス事業所と し ての指定が取り 消さ れ、 介護報酬

を 一切請求でき ない状態になり ます。 次に重いのは全部停止で、 一定期間介護保険に関する 権利の

全部を 行使でき なく なり ます。 一部停止は、 行政庁（ 指定権者） が指定し た一部の効力が停止と な

る 処分のこ と です。 具体的には、 「 ６ か月間の新規利用者の受け入れ停止」 や「 介護報酬請求の上

限を ７ 割に設定（ 介護報酬の 30％減） 」 などが挙げら れます。  

 

 

（ ２ ） 指定取消・ 効力の停止事由の状況 

令和元年度の主な指定取消事由は、 多い順に｢不正請求（ 57. 7％） ｣、 ｢虚偽報告（ 30. 8％） ｣、 ｢虚偽

申請（ 24. 4％） ｣、 ｢法令違反（ 16. 7％） ｣、 ｢運営基準違反（ 15. 4％） ｣、 ｢虚偽答弁（ 11. 5％） ｣､｢人員

基準違反（ 9. 0％） ｣と なっ ています。  

平成 25 年度以降を みると 、 指定取消事由及び効力の停止事由と も に、 ｢不正請求｣が最も 多く なっ

ています。  
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※１ 件数には、聴聞通知後に廃止届が提出された事業所数を含む。 

※2 平成 27 年度以降には、介護予防・日常生活支援総合事業における指定の事業所を含む。 

※3 効力の停止処分は、平成 18 年度から施行された。 
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（ ３ ） 指定取消を 受けた最も 多い介護サービ スは訪問介護 

令和元年度に指定取消・ 効力の停止処分を 受けた介護サービス事業所を サービス別に見た場合、 訪

問介護 33 事業所、 居宅介護支援 15 事業所、 通所介護 11 事業所であり 、 こ の３ 業態で全体の約 39％

を 占めています。 訪問介護では、 そのサービスでの処分全体の 58％（ 19 事業所） が指定取消処分と

なっ ています。  

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

訪問介護事業所の指定取消事由の状況（ 処分根拠： 法第 77 条第 1 項） ※複数回答 件数 

介護給付費の請求に関し て不正があっ た（ 第 6 号）  17 

帳簿書類の提出命令等に従わず、 又は虚偽の報告を し た（ 第７ 号）  ８  

設備及び運営に関する 基準に従っ て適切な運営ができ なく なっ た（ 第 4 号）  ４  

不正の手段によ り 指定を 受けた（ 第 9 号）  ４  

質問に対し 虚偽の答弁を し 、 又は検査を 拒み、 妨げた（ 第 8 号）  ３  

人員について、 厚生労働省令で定める基準を 満たすこ と ができ なく なっ た（ 第 3 号）  ２  

介護保険法その他保健医療若し く は福祉に関する法律に基づく 命令に違反し た （ 第 10 号）  １  

要介護者の人格を 尊重する義務に違反し た（ 第 5 号）  ０  

その他（ 第 1 号、 第２ 号、 第 11 号、 第 12 号、 第 13 号）  ２  

                                                                           出典： 厚生労働省 

令和元年度の訪問介護事業所の指定取消事由を 見る と 、 「 不正請求」 17 件、 「 虚偽報告」 ８ 件、

「 運営基準違反」 ４ 件、 「 虚偽申請」 ４ 件、 「 虚偽答弁・ 検査拒否・ 妨害」 ３ 件、 「 人員基準違

反」 ２ 件、 「 法令違反」 １ 件、 「 人格尊重義務違反」 ０ 件、 「 その他」 ２ 件と なっ ており 、 「 不正

請求」 を 事由と する 処分が最も 多く なっ ています。  

19

8

3 4 4 6 4

4 4

1

14

7

2

3

2 2 2

2

3

12

4

6 4 4 1
1

5
3 3 2 2 2 1 1

4

3

1

0

5

10

15

20

25

30

35

指定取消・効力の停止処分のあった施設・事業所内訳

【サービス別】（令和元年度）

指定取消 全部停止 一部停止

（施設・事業所数） 

※１ 各サービス毎の件数には、介護予防サービス分を含む。 

※2 件数には、聴聞通知後に廃止届が提出された事業所数を含む。 
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２  神奈川県内の状況 

（ １ ） 情報提供 

  令和２ 年度に、 県に寄せら れた介護保険に関する 苦情･通報等の情報については、 市町村等から の任

意の情報提供、 監査依頼も 含めて６ 件であり 、 そのほと んど が従業員（ 元従業員含む） や市町村等公

的機関から 直接県に寄せら れている 。 介護サービ ス種別で見る と 「 訪問介護」 及び「 介護老人福祉施

設」 に対する情報提供が多く なっ ている。  

 

【 情報提供受付件数】  

区分・ 年度 平成３ ０ 年度 令和元年度 令和２ 年度 

県に直接寄せら れた情報提供 ９  ４  １  

県国保連から 県への情報提供 ０  ０  ０  

県内市町村から 県への情報提供 １  １  ４  

その他の機関から 県への情報提供 １ ２  ４  １  

合   計 ２ ２  ９  ６  

 

【 情報提供者別の件数】  

区分・ 年度 平成３ ０ 年度 令和元年度 令和２ 年度 

利用者（ 家族・ 知人を 含む） から の情報提供 １  ２  １  

従業員（ 元従業員を 含む） 情報提供 ８  ２  ０  

市町村等公的機関から の情報提供 １ ０  ５  ４  

その他 ３  ０  １  

合   計 ２ ２  ９  ６  

 

【 事業所等のサービス種別件数】  

区分・ 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

居宅サービス事業者 １ ５  ６  ３  

 訪問介護 １ ０  ３  ２  

通所介護 ３  ０  ０  

特定施設入居者生活介護 １  ０  １  

その他 １  ３  ０  

介護保険施設 ６  ２  ３  

 介護老人福祉施設 ５  ２  2 

介護老人保健施設 １  ０  １  

介護療養型医療施設 ０  ０  ０  

介護医療院 ０  ０  ０  

その他・ 不明 １  １  ０  

合計 ２ ２  ９  ６  
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（ ２ ） 監査の契機 

  情報提供の情報を 元に令和２ 年度は 19 件（ 新規分） の監査を 実施し た。  

  平成 30 年度 令和元年度 令和２ 年度 

情

報 

利用者（ 家族、 知人等） から の情報 ０  ０  ３  

従業員（ 元従業員） から の情報 ０  ３  ０  

市町村等公的機関から の情報 ７  ０  ３  

監査等から 得た情報その他の情報 ２  ０  ２  

小  計 ９  ３  ８  

通

知 

指導担当課（ 所） から の通知 ３  ４  ２  

市町村から の通知 ３  ３  ９  

小  計 ６  ７  11 

合   計 15 10 19 

（ ３ ） 監査の実施件数 

令和２ 年度においては、 19 件（ 新規分） の監査を 実施し 、 結果（ 新規 15 件及び前年度から 継続５

件） は「 指定取消」 なし 、 「 効力停止」 １ 件、 「 改善勧告」 12 件、 「 文書通知」 ７ 件、 翌年度への継

続４ 件と なっ ている 。  

  介護サービ ス種別に見た場合、 監査実施件数が多かっ たのは、 「 訪問介護」 、 次いで「 （ 予防） 訪

問看護」 、 「 （ 予防） 短期入所生活介護」 及び「 介護老人福祉施設」 が同じ 件数と なっ ている。  

 【 令和２ 年度の介護サービ スごと の監査実施状況】  

 

訪問介護 5 2 3 3 0 1 0 1 1 0 2

訪問入浴介護 1 0 1 1 0 0 0 0 1 0 0

訪問看護 2 2 0 1 0 0 0 0 1 0 1

通所介護 1 0 1 1 0 0 0 1 0 0 0

通所リ ハビ リ テーショ ン 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0

短期入所生活介護 2 2 0 2 0 0 0 1 1 0 0

短期入所療養介護 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0

特定施設入居者生活介護 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0

介護老人福祉施設 2 2 0 2 0 0 0 1 1 0 0

介護老人保健施設 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0

1 7 1 2 5 1 4 0 1 0 8 5 0 3

介護予防 訪問看護 2 2 0 1 0 0 0 0 1 0 1

介護予防 通所リ ハビ リ テ ーショ ン 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0

介護予防 短期入所生活介護 2 2 0 2 0 0 0 1 1 0 0

介護予防 短期入所療養介護 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0

介護予防 特定施設入居者生活介護 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0

7 7 0 6 0 0 0 4 2 0 1

2 4 1 9 5 2 0 0 1 0 1 2 7 0 4

1 6 1 0 6 1 0 0 0 0 1 0 0 0 6

1 5 1 5 0 9 0 1 0 0 8 0 6

令和２ 年度合計

令和元年度合計

平成3 0 年度合計

介
護
予
防
以
外

介
護
予
防

小　 　 計

指導事
項なし

実施

件数

小　 　 計

監査

継続２ 年度
新規

前年度
から
継続

計
指定
取消

指定の
効力の
停止

命令
改善
勧告

結 果 通 知 件 数 　

文書
通知
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（ 4） 神奈川県の処分事例 

 ○処分の要件 

  事業所指定後、 以下の事由に該当する 場合には指定を 取り 消し 、 又は期間を 定めてその指定の全部 

も し く は一部の効力を 停止するこ と があり ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○指定取消の効果 

  該当事業所の指定が取り 消さ れた時は、 その事業所の事業が継続でき なく なる だけではなく 、 事業 

者に対し て、 次の介護保険法上の制限がかかり ます。  

・  指定の取消処分を 受けた法人は、 指定の欠格事由に該当する ので、 当該法人は、 5 年間新たに 

 指定を 受ける 事ができ ません。  

 ・  複数の介護サービス事業所を 経営する場合、 指定の更新の欠格事由にも 該当するので、 傘下の 

  介護サービ ス事業所が連座し て 5 年間指定の更新を 受ける 事ができ なく なり ます。  

 

 

① 法人又は法人の役員について、 禁錮以上の刑又は介護保険法を 含む国民の保健医療・ 福祉に 

関する法律、 労働に関する 法律で罰金の刑に処せら れたと き 。  

② 指定を 行う に当たっ て付さ れた条件に違反し たと き 。  

③ 条例で定める 人員配置基準を 満たすこ と ができ なく なっ たと き 。  

④ 条例で定める 設備及び運営に関する 基準に従っ て適正なサービ スの事業の運営を するこ と が 

でき なく なっ たと き 。  

⑤ 介護保険法等を 遵守し 、 要介護者等のため忠実に職務を 遂行する 義務に違反し たと き 。  

⑥ 介護サービ ス費の請求に関し 不正があっ たと き 。  

⑦ 県知事から の報告又は、 帳簿書類の提出・ 提示命令に従わず、 又は虚偽の報告を し たと き 。  

⑧ 県知事から の出頭要求･質問に対する 答弁に拒否し 、 質問に対し 虚偽の答弁を し 、 又は検査

の拒否・ 妨害･忌避を し たと き 。  

⑨ 不正の手段により 指定を 受けたと き 。  

⑩ 介護保険法を 含む法律やこ れら に基づく 命令･処分に違反し たと き 。  

⑪ 介護サービ スに関し 不正又は著し く 不当な行為を し たと き 。  

⑫ 役員のう ち 、 ５ 年以内に介護サービ ス に関し 不正又は著し く 不当な行為を し た者がいる と

き 。  

   

指定取消処分 
Ｂ 訪問介護事業所 

不正の事実発覚 

（ 開設予定） Ｃ  訪問介護事業所 

新規指定申請 ※ ５ 年間、 新規事業者の

指定を 受けら れない。  

指定 

Ｄ  通所介護事業所 

Ｅ  訪問看護事業所 

指 

定 

権 

者
（
県
） 

指定更新申請 

指定更新 

※ 指定の更新を 受けら れない。

指定有効期間満了と と も に事業

の継続ができ なく なる 。  

Ａ 株 式 会 社 
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 ○処分事例 

訪問介護事業所の指定取消等事例（ 令和３ 年９ 月末時点）  

  【 処分理由】  

  （ 不正請求）  

   ・  職員が勤務し ていない日時に、 当該職員がサービ スを 提供し たと する サービ ス実施記録を 作

成し 、 介護報酬を 請求し た。  

   ・  同一職員が、 同一日の同一時間帯に複数の利用者にサービ スを 提供し たと する サービ ス実施

記録を 作成し 、 介護報酬を 請求し た。  

・  区分支給限度額を 超えないよ う に、 複数のサービ ス提供時間を 合算し 、 またはサービ スの提供 

時間を 変更し 、 実態と 異なる 介護報酬を 請求し ていた。  

   ・  介護職員処遇改善加算を 請求・ 受領し たにも かかわら ず、 従業員に支給し ていなかっ た。         

（ 答弁忌避）  

・  監査における 質問事項に対し 回答し なかっ た。  

   （ 人格尊重義務違反）  

   ・  サービ スの利用者である 有料老人ホームの入居者に対し て、 過剰な身体的拘束を 実施し 、 あ

る いは、 当該行為が行われている こ と を 知り ながら 、 高齢者虐待と し て認識せず代替策を 講ず

る こ と なく 、 市町村にも 報告せず、 黙認し ていた。   

 

処分年度 サービス種別 処分内容等 処分理由 

平成 25 年度 

通所介護 

( 介護予防含

む)  

指定の効力の一部停止 

( 新規利用者へのサービ ス提供の停止６ ヶ 月)  

虚偽申請 

不正請求 

訪問介護 

( 介護予防含

む)  

指定取消 
虚偽報告 

不正請求 

訪問介護 

( 介護予防含

む)  

指定取消 
人員基準違反 

不正請求 

居宅介護支援 
指定の効力の一部停止 

( 新規利用者へのサービ ス提供の停止３ ヶ 月)  

人員基準違反 

不正請求 

平成 26 年度 

通所介護 

( 介護予防含

む)  

指定取消 

虚偽申請 

虚偽報告 

虚偽答弁 

平成 28 年度 

訪問介護 

( 介護予防含

む)  

指定取消 
虚偽申請 

不正請求 

平成 29 年度 

訪問介護 

( 介護予防含

む)  

指定取消 
不正請求 

答弁忌避 

訪問看護 

( 介護予防含

む)  

指定の効力の全部停止（ ３ ヶ 月）  
虚偽報告 

不正請求 

居宅介護支援 指定取消 
運営基準違反 

不正請求 
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平成 30 年度 訪問介護 
指定の効力の一部停止 

( 新規利用者へのサービ ス提供の停止３ ヶ 月)  
不正請求 

令和２ 年度 訪問介護 指定の効力の全部停止（ ４ ヶ 月）  
答弁忌避 

帳簿書類の提出拒否 

令和３ 年度 訪問介護 指定の効力の全部停止（ ６ ヶ 月）  
人格尊重義務違反 

不正請求 
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（ ５ ） 神奈川県のその他の事例 

 ○「 勧告」 事例 

  事業所指定後、 以下の事由に該当する 場合には、 当該介護サービ ス 事業者に対し て 、 期限を 定め

て、 それぞれ当該各号に定める 措置を と る べき こ と を 「 勧告」 するこ と があり ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 〇令和２ 年度の「 勧告」 事例 

 【 高齢者虐待事例】  

・  指定（ 介護予防） 特定施設入居者生活介護事業所において、 職員が複数の入居者に対し て暴行

を 加え傷害を 与えた、 高齢者に対する 身体的虐待事例。 （ 上記④該当）  

 【 運営基準違反事例】  

・  指定訪問介護事業所において、 勤務体制の確保がさ れていない、 サービ スの提供の記録が適正 

に作成さ れていない等、 適正な運営がさ れていなかっ た事例。 （ 上記③該当）  

 

■神奈川県の老人福祉法に基づく 「 改善命令」 及び「 事業の制限命令」 の事例（ 令和３ 年９ 月末時点）  

  

 ○令和元年度 

住宅型有料老人ホームに対する第 29 条第 1３ 項（ 改正後 第 15 項） に基づく 改善命令 

  （ 命令内容）  

・  入居者の健康保持及び生活の安定のために必要な職員数の配置を する こ と  

・  施設の管理・ 運営を 適正に行う こ と  

・  入居者に対し て適切なサービ スの提供を 行う こ と  

 ○令和３ 年度 

  住宅型有料老人ホームに対する 第 29 条第 16 項に基づく 事業の制限命令 

  （ 命令内容）  

  ・  要支援・ 要介護者については入居の対象外と する こ と  

  ・  自立者について は、 定期的な 心身の状況の把握を 条件と し 、 心身の状態の変化によ り 、 要支

援・ 要介護状態に至る と 認めら れる 場合には、 速やかに介護保険法に基づく 認定申請を 行う こ と  

 ○令和３ 年度 

  住宅型有料老人ホームに対する 第 29 条第 1５ 項に基づく 改善命令 

  （ 命令内容）  

  ・  入居者に対し 、 その心身の健康の保持のために必要な措置を 講じ る こ と によ り 、 入居者の保護

のため必要がある と 認める 状態を 改善する こ と  

① 指定を 行う に当たっ て付さ れた条件に従わない場合、 当該条件に従う こ と 。  

② 条例で定める 従業者の知識若し く は技能又は人員について、 当該基準又は員数を 満たし てい

ない場合、 当該基準又は員数を 満たすこ と 。  

③ 条例で定める 設備及び運営に関する 基準に従っ て適正なサービ スの事業の運営を し ていない

場合、 当該基準に従っ て適正なサービ スの事業の運営を する こ と 。  

④ 介護保険法等を 遵守し 、 要介護者等の人格を 尊重する と と も に、 要介護者のため忠実に職務

を 遂行し ていない場合、 確実に介護保険法等を 遵守し 遂行する こ と 。  
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１ －４   法令遵守と 管理者の責務 
 

１  法令遵守 
 

介護保険事業を運営するにあたって、人員基準・設備基準・運営基準等、様々な基準が定め

られており、介護保険指定事業者は、 人員基準や設備基準を 満たし 、 運営基準に沿っ た事業

運営を するこ と を 前提に、 指定（ 開設許可） を 受けています。 よっ て、 基準を 満たさ ない場

合には、 指定や更新を 受けるこ と ができ ません。  

「基準」は、介護保険指定事業者の行う事業がその目的を達成するために必要な最低限の

基準を定めたものであり、常に満たされている必要があります。また、介護保険指定事業者は、

常にその事業の運営の向上に努めなければなりません。 

基準を理解しておらず、知らないうちに基準違反の運営を行っている事業所も見受けられま

すので、そのような事態にならないためにも、きちんとした法令の理解が必要です。 

２  管理者の責務 
 

(1) 事業所内の一元的な管理 

管理者は、事業所の従業者及び業務の管理を一元的に行わなければなりません。 

サービスの実施状況の確認等を担当者に任せきりにするのではなく、管理者も確認するよう

にしてください。 

 

 

○ 従業者の管理については、タイムカード等による出勤状況の確認、有資格者について

の資格証等の写しの保管等により、従業者に関する記録等を整備し、勤務表を毎月作成

するなど、基準に適合した勤務体制を確保するために必要な状況把握を行ってくださ

い。 
 

(2) 従業者への指揮命令 

管理者は事業所の従業者に、事業の人員・設備・運営に関する基準を遵守させるため、必要

な指揮命令を行わなければなりません。管理者が法令を遵守することは当然のことですが、そ

の他の従業者の方にも法令を守っていただくよう、管理者として必要な指示を行ってください。 

事業所内で基準違反に該当することが行われていたことが発覚した場合、管理者が直接関

与していなくても、管理者の監督責任を問われます。 

 

 

 

 

 

 

 

管理者は常勤で管理業務に専従するこ と が原則と なっ ています。 同一敷地内で管理

業務に支障がない範囲内の兼務し か認めら れていませんので、 たと え同じ 事業所内

で他の職務と の兼務でも 管理業務に支障がある場合には基準違反と なり ます。  

ポイント（従業者の管理） 
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１ －５   運営の手引き ・ 運営状況点検書 
 
１  令和３ 年度版「 運営の手引き 」 について 

  

 

 

                                                        など 

 

 

 

 

 

          

 

 

 

【運営の手引きの掲載場所】 

「介護情報サービスかながわ（http://www.rakuraku.or. jp/kaigonavi/）」 

－ライブラリ（書式／通知） 

－９．運営状況点検書・運営の手引き 

－２．運営の手引き 

－【各サービス】令和３年度版 運営の手引き 
 

２  令和３ 年度版「 運営状況点検書」 について 
  

令和３年度版「運営状況点検書」は、８月に「介護情報サービスかながわ」へ掲載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

令和３ 年度版 

運営状況点検書 

 

 

点検の基準日 

（ ７ 月１ 日）  

 

① 事業所の人員、設備、運営等が指定基準

等に適合しているかを確認する。 

② 点検結果は事業所で保管する。（県への提

出は不要） 

※ 実地指導の際に事前提出資料として、点検

結果の写しの提出を求める場合があります。

提出を求められた際は、勤務形態一覧表等の

別紙の写しも併せて提出してください。 

 

自己チェック 

ツール 

 
法令遵守の確保 

人員・ 設備・ 運営等 

指定基準に適合 

 

 

 

 

令和３ 年度版 

運営の手引き  

 

各サービス 

 

神奈川県 

 

①基準 

②解釈通知 

③Ｑ ＆Ａ  

サービスごとの冊子「令和３

年度版運営の手引き」を「介

護情報サービスかながわ」に

掲載しています。 

最新版をダウンロード 

閲覧可能な 場所に

保管 

日々の業務

に活用 
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【運営状況点検書の掲載場所】 

「介護情報サービスかながわ（http://www.rakuraku.or. jp/kaigonavi/）」 

－ライブラリ（書式／通知） 

－９．運営状況点検書・運営の手引き 

－１．運営状況点検書 

－【各サービス】令和３年度版 運営状況点検書 

 

＜点検を行う際の留意事項＞ 

○ 運営状況点検書を作成することが目的ではありません。事業者自ら点検を行うことにより、

法令や基準等に沿った運営ができているか確認を行ってください。基準に適合しない運営を

行っていた場合には、過誤調整が必要になることも想定されます。 

○ 点検結果を法人の法令遵守責任者に報告することにより、法人全体の業務管理体制の整

備に役立ててください。 

◎ 点検の結果、もし基準違反に該当する事項が確認された場合は・・・ 

⇒ 速やかに是正を行ってください。 

過誤調整の要否や手続きについては、保険者に相談してください。 
 
 

 

☆ メモ ☆ 
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１ －６   運営規程・ 重要事項説明書について 
 

介護保険事業者は、事業所ごとに事業の運営についての重要事項に関する規程（＝「運営規

程」）を定めなければなりません。 

また、介護保険サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者等に対し、運営規程の

概要等の利用申込者のサービス選択に資すると認められる重要事項を記載した文書（＝「重要事

項説明書」）を交付して説明を行い、サービス提供開始について同意を得なければなりません。 

しかし、利用申込者又はその家族からの申出があった場合には、上記の規定による文書の交付

に代えて、当該文書に記載すべき重要事項を電磁的方法により提供することができます。この場

合において、当該介護保険事業者は、当該文書を交付したものとみなします。 

 
 

〇電磁的方法は、利用申込者又はその家族がその使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイルへの記録を出力して文書を作成することができるものでなければなりません。 

〇介護保険事業者は、上記の規定により重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当

該利用申込者又はその家族に対し、その提供に用いる電磁的方法の種類及び内容とし

て規則で定める事項を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければなりません。 

〇文書又は電磁的方法による承諾を得た介護保険事業者は、当該利用申込者又はその

家族から文書又は電磁的方法により、重要事項について電磁的方法による提供を受けな

い旨の申出があったときは、当該利用申込者又はその家族に対し、電磁的方法による重

要事項の提供をしてはなりません。ただし、当該利用申込者又はその家族が再び同項の

規定による承諾をした場合は、この限りではありません。  
 

 
１  運営規程 

 ○ 運営規程には、事業所名称、事業所所在地のほか、事業の運営についての重要事項を規

定しなければなりません。 

 ○ 記載すべき項目は運営に関する基準においてサービスごとに規定されていますので、各サ

ービスの基準条例、解釈通知に規定されている項目の変更を確認してください。 

 
 

○ 基準条例の解釈通知において運営規程に規定すべき項目を令和３年から追加してい

ます。解釈通知を確認し、事業所の運営規程に新たに追加した項目が含まれていない

場合は、該当項目を追加する改正を行ってください。 

○ 運営規程の記載事項に変更が生じたときは、その変更の都度、運営規程も修正してお

く必要があります。（修正した年月日、内容を最後尾の附則に記載することで、事後に

確認しやすくなります。） 
 

ポイント 

ポイント 
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２  重要事項説明書 

(1) 重要事項説明書に記載する項目 

 ○ 重要事項説明書には、運営規程の概要、従業者の勤務体制等を記載する必要があり、運営

規程の項目に沿った内容を記載してください。なお、記載すべきと考えられる項目として、次

の例が挙げられます。 

ア 法人、事業所の概要（法人名、事業所名、事業所番号、併設サービスなど） 

イ 営業日、営業時間、サービス提供日、サービス提供時間 

ウ サービスの内容、利用料その他の費用の額 

エ 従業者の勤務体制（従業者の職種、員数及び職務の内容） 

オ 通常の事業の実施地域 

カ 緊急時等における対応方法 

キ 虐待防止のための措置 

ク 苦情処理の体制 

（事業所担当、市町村、国民健康保険団体連合会などの相談・苦情の窓口も記載） 

ケ その他利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項 

（従業者の研修機会の確保、衛生管理、秘密の保持、事故発生時の対応など） 

 
 

※重要事項説明書の内容と運営規程の内容、事業所内に掲示してある内容に不一致がな

いようにしてください。（運営規程を修正したときは、重要事項説明書、事業所内に掲示して

ある内容も同様に修正してください。） 
 

(2) 重要事項説明書の説明・同意・交付 

 ○ 重要事項説明書を交付し説明した際には、重要事項に関する説明を受けて内容に同意した

ことが必要となります。当該文書の交付を受けたことが確認できるよう利用申込者の署名等

を得ることが望ましいです。その確認方法については、利用者及びその家族等（以下「利用

者等」という。）の利便性向上並びに事業者等の業務負担軽減等の観点から、事前に利用

者等の承諾を得た上で、電磁的方法によることができるとされました。 
 

【記載例】(書面の場合) 

重要事項について文書を交付し、説明しました。 

令和３年○月○日 管理者 神奈川 太郎 ○印  
 

私は重要事項について説明を受け、内容に同意し、交付を受けました。 

令和３年○月○日 平塚 花子 ○印  

【記載例】(電子メールの場合) 

重要事項について別添(ファイル名)文書を交付し、説明しましたので確認

し、返信してください。 

令和３年○月○日 管理者 神奈川 太郎  
 
(返信) 

私は重要事項について説明を受け、内容に同意し、交付を受けました。 

令和３年○月○日 平塚 花子  

 

 

 

注意 
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○ 記載の方法は必ずしも上記によるものではありませんが、記録等から重要事項説明書

について、説明した日、説明者、交付したこと、内容に関する同意を得たことが確認で

きるようにしてください。 

○ なお、特に「サービス提供開始についての同意」は、利用申込者及びサービス事業者

双方を保護する観点から、契約書等の書面等によって契約内容について確認を得てく

ださい。 

○ 料金表は、各自己負担割合に対応した料金表の作成（１割～３割）を行ってください。 

○ 料金表は、算定できない加算、算定の予定のない加算を削除する等、適時見直しを行

ってください。 
 

 

ポイント 
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１ －７   事業所の運営について 
 
１  勤務体制の確保等 

（１）研修の機会の確保等 

 ○ 従業者の資質の向上のため研修の機会を確保しなければなりません。(県基準条例第32条) 

  ※例えば採用時研修や継続研修などにおいて、研修機関が実施する研修や事業所内の研修

に参加する機会を計画的に確保し、従業者の質の向上に努めてください。 

 〇 全ての従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定

する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介

護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければなりません。※認知症

介護に係る基礎的な研修については、令和６年３月31日までの間は努力義務。 

○ 職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必

要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方

針の明確化等の必要な措置を講じなければなりません。 
 

（２）労働関係法令の遵守について 

 

 

 

※勤務体制の確保を図るためには、事業者による雇用管理の取組、労働法規の遵守を徹底す

ることが重要です。 
 

＜介護保険法第70条（指定居宅サービス事業者の指定）＞ 

◎第２項 

都道府県知事は、前項の申請があった場合において、次の（中略）いずれかに該当する

ときは、第41条第１項本文の指定をしてはならない。 

○第５号の２ 

申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せら

れ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

参考：介護保険法第79条(指定居宅介護支援事業者の指定) 

介護保険法第86条(指定介護老人福祉施設の指定) 

      介護保険法第94条(介護老人保健施設の開設許可) 

 

【基本的な雇用管理上の問題点】 

①就業規則（パート就業規則を含む。）を作成していない。 

②36協定（＝時間外及び休日労働に関する協定）を締結、届出せずに、時間外労働又は休

日労働を行わせている。 

③年次有給休暇を与えていない。 

④衛生管理者又は産業医（労働者50人以上の場合）、衛生推進者（労働者10人以上50人

未満の場合）を選任していない。 

⑤健康診断を実施していない。 

  

 

労働関係法令違反で罰金刑に処せら れた者 
平成24年４ 月 

介護保険法改正 

事業者指定の欠格及び取消要件の追加 
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○ 介護人材の確保・活用には、従業者の能力開発と仕事への取り組み意欲を高い水準で維持する

ことが重要です。従業者の仕事への取り組み意欲を維持・向上するには、働きに見合った処遇、

働きぶりの公正な評価、能力開発機会の提供などのほか、労働条件や労働時間、仕事の管理な

どに関して納得して働くことが重要です。 

 ○ 適切な雇用管理、労働法規の遵守を徹底し、貴重な介護人材の確保・活用に努めてください。 
  

※ 労働関係法令については管轄の労働基準監督署にお問い合わせください。 

神奈川労働局ホームページ https://jsite.mhlw.go. jp/kanagawa-roudoukyoku/home.html 
 

２  労働条件の確保・ 改善と 労働災害防止について（ 神奈川労働局より ）  

下記を参考に労働条件の確保・ 改善、 労働災害の防止について、 適切な管理を お願いし ます。  

 
1 労働条件の確保・ 改善について 

県下の介護サービス事業所については、 就業規則、 労使協定、 労働条件通知書等の基本的な労

働条件の設定に関する 法違反が多く 、 ま た、 賃金不払残業に関する 法違反も 少なく ない状況で

す。 下記ホームページにリ ーフ レ ッ ト 、 各種様式等を 掲載し ており ますので、 参考にし てく ださ

い。  

 

2 介護サービ ス事業者の安全衛生管理体制について 

労働者（ アルバイ ト ・ パート も 含む） 50人以上の事業場は、 衛生管理者・ 産業医の選任、 衛生

委員会の開催及び所轄労働基準監督署への届出が必要です。 労働者（ アルバイ ト ・ パート も 含

む） 10人以上50人未満の事業場は、 衛生推進者の選任が必要です。  

 

3 介護・ 看護作業での職員等の腰痛・ 転倒災害予防対策について 

介護サービス事業場では、 「 動作の反動・ 無理な動作」 による 腰痛、 「 転倒」 事故が多く 発生

し ています。 腰痛及び転倒災害を 予防するため、 作業・ 作業環境・ 健康の３ つの管理と 安全衛生

についての教育を 総合的・ 継続的に実施する こ と が重要です。 利用者の負傷防止にも つながり ま

す。 安全な介助方法のマニュ アルを 作成し まし ょ う 。  

 

4 介護サービ ス現場の作業環境の改善に「 中小企業労働環境向上助成金」 を 活用し まし ょ う ！ 

介護関連事業主が、 介護労働者の身体的負担を 軽減する ために、 新たに介護福祉機器を 導入

し 、 適切な運用を 行う こ と によ り 、 労働環境の改善がみら れた場合に、 介護福祉機器の導入費用

の2分の1（ 上限300万円） を 支給し ま す。 こ の助成を う ける には、 あら かじ め「 導入・ 運用計

画」 を 作成し 、 都道府県労働局長の認定を う ける こ と が必要です。 問合先： 神奈川労働局職業安

定部職業対策課 ℡045-650-2801 

 

5 公益財団法人介護労働安定セン タ ーでは、 介護労働者に係る 労務管理や助成金活用の相談や講

習会を 無料で行っ ていますので、 御活用く ださ い。 ℡045-212-0015 

 

神奈川労働局のホームページにおいて、 下記資料を掲載し ており ますので、 併せて参照願います。  

（https://jsite.mhlw.go.jp/kanagawa-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/_120133.html） 
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３  衛生管理 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

事業所において､感染症が発生し ､又はまん延し ないよう に、 次に掲げる措置を講じ なけ

ればなり ません。 （ 令和６ 年３ 月３ １ 日までの間は努力義務）  

( １ )  事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を

おおむね６ 月に１ 回（ 施設等は３ 月に1回） 以上開催すると と も に、 その結果につい

て、 従業者に周知徹底を図る。  

※委員会は、 テレビ電話装置等を活用し て行う こ と ができます。  

( ２ )  事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。  

( ３ )  事業所において、 従業者に対し 、 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及

び訓練を定期的に実施する。  

※厚生労働省から「高齢者介護施設における感染対策マニュアル」が出されています。衛生管

理対策の参考として、ご確認ください。 

【掲載場所】 

「介護情報サービスかながわ（http://www.rakuraku.or. jp/kaigonavi/）」 

－ライブラリ（書式／通知） 

－１１．安全衛生管理・事故関連 

－感染症関係 

－高齢者介護施設における感染対策マニュアル（H25.3改訂版） 

（http://www.rakuraku.or. jp/kaigo2/60/lib-list.asp） 

②従業者の管理 

・ 従業者の清潔

の保持 

・ 健康状態   

③感染症予防 

・ 発生・ まん延 

の防止のため

の必要な措置 

①施設等の管理 

・ 利用者の使用

する施設、 設

備、 備品等   

衛生管理 

・ 従業員に対し 健康診断等を 実施し 、 健康状態について把握する。  

・ 衛生管理についての研修等を 実施し 、 研修内容を 記録する。  

・ 衛生管理対策についてのマニュ アルを 作成し 、 従業員に周知する 。  

「 神奈川労働局 介護サービス」 で検索し てく ださ い。  

・ 労働基準法関係リ ーフ レ ッ ト  

・ 労働基準法主要様式及び記載例 

 （ モデル就業規則、 労働条件通知書、 時間外労働・ 休日労働に関する協定届等）  

・ 安全衛生関係リ ーフ レッ ト  

・ 安全衛生関係資料・ 教材 

・ 介護関連の助成金 

21

http://www.rakuraku.or.jp/kaigonavi/
http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib-list.asp


  

 
   
※新型コ ロナウイ ルス感染症の対策については、 最新の通知等を確認し てく ださ い。  
 

【掲載場所】 

厚生労働省 

   介護事業所等における新型コ ロナウイ ルス感染症への対応等について 

    https://www.mhlw.go. jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00089.html 

  介護情報サービスかながわ https://www.rakuraku.or. jp/kaigonavi/ 

   ラ イ ブラ リ ( 書式/通知)  

    １ １ ． 安全衛生管理・ 事故関連・ 防災対策 

     新型コ ロナウイ ルス感染症にかかる情報 

４  感染症「 集団発生」 時の対応について 
 

感染症は以下の報告基準に基づき、管轄保健福祉事務所・保健所へ報告ください。 

 

■報告が必要な場合 

(1) 同一の感染症や食中毒による、またそれらが疑われる死亡者や重篤患者が1週間以内に2名

以上発生した場合。 

 

(2)  同一の感染症や食中毒の患者、またはそれらが疑われるものが10名以上又は全利用者の

半数以上発生した場合。 

(3) 上記以外の場合であっても、通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、特に施設

長が報告を必要と認めた場合。 

 

■報告する内容 

(1) 感染症又は食中毒が疑われる利用者の人数 

(2) 感染症又は食中毒が疑われる症状や経過 

(3) 上記の利用者への対応や施設における対応状況 等 

 

■ 保健福祉事務所及保健所（ 保健予防課） の連絡先一覧 

機関名 電話番号 所管区域 

平塚保健福祉事務所 0 4 6 3  (3 2 ) 0 1 3 0 【 代表】  平塚市、 大磯町、 二宮町 

平塚保健福祉事務所 

秦野センタ ー 

0 4 6 3  (8 2 ) 1 4 2 8 【 代表】  秦野市、 伊勢原市 

鎌倉保健福祉事務所 0 4 6 7  (2 4 ) 3 9 0 0 【 代表】  鎌倉市、 逗子市、 葉山町 

鎌倉保健福祉事務所 

三崎センタ ー 

0 4 6  (8 8 2 ) 6 8 1 1 【 代表】  三浦市 

小田原保健福祉事務所 0 4 6 5  (3 2 ) 8 0 0 0 【 代表】  小田 原市、 箱根町、 真鶴

町、 湯河原町 

小田原保健福祉事務所

足柄上センタ ー 

0 4 6 5  (8 3 ) 5 1 1 1 【 代表】  南足 柄市、 中井町、 大井

町、 松田町、 山北町、 開成

町 

厚木保健福祉事務所 0 4 6  (2 2 4 ) 1 1 1 1 【 代表】  厚木 市、 海老名市、 座間
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市、 愛川町、 清川村 

厚木保健福祉事務所 

大和センタ ー 

0 4 6  (2 6 1 ) 2 9 4 8 【 代表】  大和市、 綾瀬市 

茅ヶ 崎市保健所 0 4 6 7  (3 8 ) 3 3 1 5 【 直通】  茅ケ崎市、 寒川町 

藤沢市保健所 0 4 6 6  (5 0 ) 3 5 9 3 【 直通】  藤沢市 

 

 

 
 

５  秘密保持 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

【個人情報の使用に関する同意書に記載すべきと考えられる事項】 

ア 使用する目的 

例）サービス担当者会議、居宅介護支援事業者その他の居宅サービス事業者との連絡調整等に

おいて必要な場合 など 

イ 使用する事業者の範囲 

例）利用者が提供を受ける全ての介護保険事業者 など 

ウ 使用する期間 

例）介護保険サービス契約の有効期間に同じ など 

エ 使用に当たっての条件 

例）個人情報の提供は必要最小限とすること。個人情報の使用に当たっては、関係者以外の者に

情報が漏れることのないようにすること。個人情報をサービス担当者会議で使用した場合には、

出席者、議事内容等を記録しておくこと。 など 
 

※ 厚生労働省から「厚生労働分野における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」

等が示されています。個人情報の範囲や取扱方法、保管方法などについてご確認ください。 
 

【掲載場所】 

「介護情報サービスかながわ（http://www.rakuraku.or. jp/kaigonavi/）」 

－ライブラリ（書式／通知） 

－５．国・県の通知 

－個人情報の適切な取扱いについて 

－医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン

ス） 
 
 
   

介護保険事業者 他の介護保険事業者 

  
①利用者に関する個人情報を 提供する 場合 ⇒ 利用者の同意 

②利用者の家族に関する 個人情報を 提供する場合 ⇒ 利用者の家族の同意 

あら かじ め文書で同意を得る こ と  

個人情報を共有 
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１ －８   非常災害対策 

 
平成28年８ 月台風第10号に伴う 岩手県下閉伊郡岩泉町のグループホームの水害や平成30

年１ 月北海道札幌市の高齢者等が多く 入所する施設において発生し た火災を教訓と し 、 介

護保険施設や介護保険サービス事業所等では、 自力での避難が困難な方も 多く 利用さ れて

いるこ と から 、 水害・ 土砂災害を含む様々な災害に備えた十分な防災対策を講じ る必要が

あり ます。  
 
１  非常災害対策計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ １ ）  非常災害対策計画の策定 

 介護保険施設等は、 非常災害に関する具体的な非常災害対策計画を定めるこ と と さ れて

います。 必ずし も 災害ごと に別の計画と し て策定する必要はあり ませんが、 火災・ 水害・

土砂災害・ 地震等地域の実情にも 鑑みた災害に対処するための計画を定め、 実際に災害が

起こ っ た際、 利用者の安全が確保でき るよう 実効性のあるも のと するこ と が重要です。  

【 非常災害対策計画に盛り 込む具体的な項目例】  

・ 介護保険施設等の立地条件( 地形等)  

・ 災害に関する情報の入手方法( 「 避難準備情報」 等の情報の入手方法の確認等)  

・ 災害時の連絡先及び通信手段の確認( 自治体、 家族、 職員等)  

・ 避難を開始する時期、 判断基準( 「 避難準備情報発令」 時等)  

・ 避難場所( 市町村が指定する避難場所、 施設内の安全なスペース等)  

・ 避難経路( 避難場所までのルート （ 複数） 、 所要時間等)  

・ 避難方法( 利用者ごと の避難方法( 車いす、 徒歩等) 等)  

・ 災害時の人員体制、 指揮系統( 災害時の参集方法、 役割分担、 避難に必要な職員数 

 等)  

・ 関係機関と の連携体制等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常災害対策計画 

の策定 

計画に基づく  

避難訓練の実施 

計画の内容を 

検証・ 見直し  
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（ ２ ）  計画に基づいた防災対策及び避難訓練の実施 

○非常災害対策の内容を職員間で十分共有すると と も に、 関係機関と 避難場所や災害時 

の連絡体制等必要な事項について認識を共有し てく ださ い。  

○事業所の管理者は、 職員及び利用者等に対し て避難場所、 避難経路など災害時におけ

る対応方法を周知すると と も に、 非常時には迅速かつ安全に避難を行えるよう な有効

な避難訓練を計画的に実施し てく ださ い。  

○夜間の災害では一層の混乱が予測さ れるこ と から 、 夜間における訓練も 併せて実

施し てく ださ い。  

○海岸、 湖岸、 河川の近く 等の津波による被害が予想さ れる事業所においては、 津

波警報が発令さ れた場合の避難場所、 避難経路を あら かじ め確認し 、 職員等に周

知し てく ださ い。 また、 避難を 速やかに行う ため地域の自治会や近隣の住民と の

連携体 制を 構築し 、 連携先と の合同訓練を実施し てく ださ い。  

○訓練の実施後には非常災害対策計画の内容を検証し 、 見直し を行っ てく ださ い。  

○日頃から 消防団や地域住民と の連携を図り 、 非常時に協力し ても ら えるよう な体制づ

く り を行っ てく ださ い。  

 

◆消防計画の作成・ 消防訓練の実施◆ 

 施設・ 居宅系サービスや通所系サービスでは、 消防法の規定により 防火管理者の設置、

火災・ 大規模地震等の際の消防計画の策定、 消火・ 避難訓練の実施等が義務付けら れてい

ます。 計画の作成・ 訓練の実施にあたっ ては、 最寄り の消防署にも ご相談く ださ い。  

 

◆業務継続計画（ Ｂ Ｃ Ｐ ） の作成と 訓練◆ 

感染症や非常災害の発生時において、 介護保険サービスの提供を継続的に実施するため

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（ 以下「 業務継続計画」 と いう 。 ）

を策定し 、 当該業務継続計画に従い必要な措置（ 研修及び訓練（ シミ ュ レーショ ン） ） を

実施し なければなり ません。 （ 令和６ 年３ 月31日までの間は、 努力義務。 ）  

 

（ 業務継続計画の記載項目）  

各項目の記載内容については、 想定さ れる災害等は地域によっ て異なるも のであるこ と

から 、 実態に応じ て設定するこ と と し ます。 なお、 感染症及び災害の業務継続計画を一体

的に策定するこ と を妨げるも のではあり ません。  

【 災害に係る業務継続計画項目例】  

( ア)  平常時の対応（ 建物・ 設備の安全対策、 電気・ 水道等のラ イ フ ラ イ ンが停止し

た場合の対策、 必要品の備蓄等）  

( イ )  緊急時の対応（ 業務継続計画発動基準、 発生時間から の対応体制等）  

( ウ)  他施設及び地域と の連携 
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◆水防法・ 土砂災害防止法・ 津波防災地域づく り 法による避難確保計画の作成・ 避難訓練

の義務化◆ 

 水防法・ 土砂災害防止法の改正により 、 平成29年６ 月19日から 、 浸水想定区域や土砂災

害警戒区域内の市町村地域防災計画に名称及び所在地が記載さ れた要配慮者利用施設（ 高

齢者や障害者など、 災害時に配慮が必要な者が利用する施設） の管理者等に対し 、 洪水・

土砂災害に関する避難確保計画の作成及び市町村所管課への報告・ 避難訓練の実施が、 令

和３ 年５ 月から は避難訓練の実施報告が義務化さ れまし た。  

 また、 令和元年12月には小田原市・ 真鶴町・ 湯河原町、 令和２ 年３ 月に藤沢市・ 二宮

町、 同８ 月に大磯町の沿岸地域が津波災害警戒区域と し て指定さ れ、 今後も 順次の沿岸市

町村に指定が拡大さ れる予定です。 津波災害警戒区域内の避難促進施設（ 高齢者や障害者

など、 津波の発生時における迅速な避難を確保するための体制を計画的に整備する必要が

ある施設） には、 同様に津波に対応し た避難確保計画を作成する必要があり ます。  

【 計画に盛り 込む具体的な項目例】  

・ 防災体制に関する事項 

・ 避難の誘導に関する事項 

・ 避難の確保を図るための施設の整備に関する事項 

・ 防災教育及び訓練の実施に関する事項 

・ 円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置に関する事項 

( 記載すべき 事項は、 土砂災害防止法施行規則第五条の二等に定めら れています。 )  

  

なお、 非常災害対策計画を定めている場合は、 既存の計画に水害・ 土砂災害に関する項

目を追加し て作成するこ と も できます。  

＜非常災害対策計画等に係る参照ホームページ＞ 

「 介護情報サービスかながわ」 （ 通称ラ ク ラ ク ）  

ホームページアド レス  ht t p: //www. r akur aku. or . j p/ 

        →書式ラ イ ブラ リ ー 

          →５ ． 国・ 県の通知 

           →【 重要】 社会福祉施設等の防災対策関係  

 

26

http://www.rakuraku.or.jp/


 

１ －９   苦情処理について 
 

提供し た介護保険サービスに関する利用者又はその家族から の苦情に迅速かつ適切に対

応するために、 苦情を 受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じ なければな

り ません。  
 

１  苦情に対応するための必要な措置 

 

 

 

 

 

( 1)  必要な措置と は 

① 苦情を受け付けるための窓口を設置すること。 

② 相談窓口、苦情処理の体制及び手順等、当該事業所における苦情を処理するために講ず

る措置の概要について明らかすること。 

③ ①、②を利用者等にサービスの内容を説明する文書（重要事項説明書等）に記載するとと

もに、事業所に掲示すること。 

※苦情の相談窓口については、事業所に設置するもののほか、市町村及び国民健康保険団

体連合会の窓口についても利用者等に周知する必要があります。 

 

( 2)  事業所が苦情を受けた場合 

利用者等からの苦情を受け付けた場合は、苦情に対し事業所が組織として迅速かつ適切に

対応するため、当該苦情の受付日、内容等を記録しなければなりません。 

事業所は、苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦

情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を自ら行わなければなりません。 

 

( 3)  市町村又は国保連に苦情があっ た場合 

利用者等からの苦情に関して市町村又は国保連が行う調査に協力するとともに、市町村又

は国保連からの指導又は助言を受けた場合には、当該指導又は助言に従って、必要な改善を

行い、その内容を市町村または国保連に報告しなければなりません。 

 

 

○ 市町村の相談窓口は、利用者等の保険者です。よって、利用者等に周知すべき市町村

の相談窓口については、事業所所在地の市町村だけではなく、利用者等が居住する市町

村も記載してください。 

○ 各市町村・国保連の相談窓口の所管部署・連絡先は、必ず最新のものに更新してくださ

い。 
 

 

 

迅速かつ適切に対応する 

※対応に必要な 措置を 講じ て

おく こ と  

ポイント 

利用者又は 

その家族等 

事業者 

苦情 
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１ －１ ０   事故発生時の対応 
 
 

 

 

 

利用者に対する 介護 

保険サービスの提供 

 
 

 

事業所独自の判断で、 事故と し ての扱いではなく 、 ヒ ヤリ ・ ハッ ト で済まし ているケー

ス、 事業所所在地の市町村への報告は行っ ているも のの、 利用者の保険者に報告し ていな

いケースが見受けら れます。  
  

１  事故報告書の提出について 
 

(1) 提出先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  
 

☆指定通所介護事業所等の設備を利用し て、 夜間及び深夜のサービス（ 宿泊サービス）  

を実施し ている事業所の事故発生時には、 保険者（ 事業所所在地の市町村及び利用者の

住所地） へ報告が必要です。  
 

(2) 報告が必要な事故の範囲 

 

             

 

 ・ ケガ、 死亡事故 

 ・ 感染症の発生 

 ・ 従業者の不祥事 など 

 

 

 

 

 

  

事故発生 連絡・ 措置 記 録 

・ 市町村、 当該利用者の
家族、 利用者に係る 居
宅介護支援事業者等に
連絡する。   

・ 必要な措置を講じ る。   

・ 事故の状況及び
事故に 際し て 採
っ た 処置に つ い
て記録する。   

 

事故発生 

 
事故 

報告書 

作成 提出 

提出 

①該当す る 利用者

の保険者 

②事業所所在地の

市町村 

＜提出先＞ 

※有料老人ホーム・ 介護老

人保健施設・ 介護医療院

の場合は、 県高齢福祉課

にも 提出するこ と 。  

※事故報告書の様式につ

いて は、 各市町村にお

問い合わせく ださ い。  
 

事故発生 提出先の市町村に確認 

利用者の自己過失であっ ても 、 サービ ス提供

時の事故か、 また、 程度はど のく ら いかで報

告の要否が分かれます。  

報告の要否 

ヒヤリ・ 

ハット事例 

ヒ ヤリ ・ ハッ ト 事例と は、 場合によっ ては事故に直結し た

かも し れない事例であり 、 結果的には事故に至っ ていない

も のです。 程度が軽易であっ ても 、 事故が発生し たと き

は、 報告が必要かどう か、 市町村に確認し てく ださ い。  
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※ 事故報告についての詳細については、 下記に掲載さ れています。  

  （ 事故報告書の様式標準例も 掲載さ れています。 ）  

【掲載場所】 

「介護情報サービスかながわ（http://www.rakuraku.or. jp/kaigonavi/）」 

－ライブラリ（書式／通知） 

－１１．安全衛生管理・事故関連・防災対策 

－事故報告 

（http://www.rakuraku.or. jp/kaigo2/60/lib-list.asp?id=597&topid=22） 
 

２  事故発生時の対応について 

 

(1) あらかじめ対応方法を定めておくこと 

 

 

 

                                                   

 
 

 

(2) 賠償すべき事故が発生した場合 

 

 

 

 
 
 

※ 賠償しなければならない事態において速やかに賠償を行うため、損害賠償保険に加入

しておくことが望ましいとされています。損害保険の内容、損害賠償の方法等についても

事前に把握しておけば速やかな対応が可能となります。 

 

(3) 再発防止の対策 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※ 事故が発生した場合又は事故が発生しそうになった場合（ヒヤリ・ハット事例）には、その

原因を分析し、その分析結果を従業者に周知徹底するなど、再発生を防ぐための対策を

講じてください。 

※ 事故等の記録を利用者別ファイルのみに保管している例が見受けられますが、個別に

保管するとわかりにくくなるので、一元的に情報管理することが望ましいです。 

 

 

 

・事故が起きたときの連絡先 

・連絡方法 

・報告が必要な事故の範囲 等 

 

事故発生時

職員に 

周知する 

賠償すべき  

事故が発生 

速やかに 

損害賠償を行う  

事故発生 

ヒヤリ・ 

ハット事例 

原因の分析 再発防止 

速やかな

対応 
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１ －１ １  介護現場における ハラ スメ ン ト 対策について 
  

１  背景 
 
○近年、 介護現場では、 利用者や家族等による 介護職員への身体的暴力や精神的暴力、

セク シュ アルハラ スメ ン ト などが少なから ず発生し ているこ と が様々な調査で明ら か
になっ ています。  

 
〇介護サービスは直接的な対人サービ スが多く 、 利用者宅への単身の訪問や利用者の身

体への接触も 多いこ と 、 職員の女性の割合が多いこ と 、 生活の質や健康に直接する サ
ービスであり 安易に中止でき ないこ と 等と 関連あると 考えら れます。  

 
〇ハラ スメ ント は介護職員への影響だけでなく 、 利用者自身の継続的で円滑な介護サー

ビ ス利用の支障と も なり 得る こ と から 、 平成30年度厚生労働省老人保健健康増進事業
によ り 調査研究が行われ、 研究結果を 整理し た「 介護現場におけるハラ スメ ント 対策
マニュ アル」 について平成31年４ 月10日付けで厚生労働省老健局振興課から 送付さ れ
まし た。  

 
○また、 令和元年度同事業に基づき 、 介護事業者の管理者等が、 職員向けに実施する 研

修の手引き ・ 動画（ サービ ス提供する 前後に確認すべき こ と 、 管理者へ相談の仕方な
ど） について、 令和２ 年５ 月14日付けで同課から 送付さ れまし た。  

 
〇令和３ 年度報酬改定において、 職場における セク シュ アルハラ スメ ン ト やパワーハラ

スメ ン ト の防止のため、 事業主が講ずべき 措置の具体的内容及び事業主が講じ る こ と
が望まし い取組について示さ れまし た。  

 

２  「 介護現場における ハラ スメ ン ト 対策マニュ アル」 、 「 研修の手引き 」 、 相談窓口

及びハラ スメ ント 対策研修について 

各介護サービ ス事業者におかれまし ては、 本マニュ アル及び手引き を 介護現場におけ

るハラ スメ ント 対策に積極的に活用し 、 介護職員が安心し て働き 続けら れる 労働環境の

整備に努めてく ださ るよう お願いし ます。  

（ 掲載場所）  

厚生労働省「 介護現場におけるハラ スメ ント 対策」  

ht t ps: //www. mhl w. go. j p/st f /newpage_ 05120. ht ml  

また、 介護サービス事業所の介護職員等が利用者やその家族等から ハラ スメ ン ト を 受

けているにも 関わら ず、 事業主が適切な対応を と ら ないなど、 ハラ スメ ント に関する 対

応について、 労使間に問題がある場合には、 次の相談窓口に相談でき る こ と を 併せてお

知ら せし ます。  

（ 掲載場所）  

〇神奈川県  

かながわ労働センタ ーの労働相談 

ht t ps: //www. pr ef . kanagawa. j p/docs/k5n/soudan/i ndex. html  

〇厚生労働省 

神奈川県労働局 総合労働相談コ ーナー 

ht t ps: //j si t e. mhl w. go. j p/kanagawa-r oudoukyoku/madoguchi _ annai /soudanmadoguchi  

 なお、 令和３ 年度中に管理者向けのハラ スメ ント 対策研修動画を 配信する 予定です。

詳細は、 介護情報サービスかながわを通じ てお知ら せし ます。  
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１ －１ ２  共生型サービス等について 
  

１  共生型サービス 

 
【 介護保険サービス】  
 
○障害者が65歳になっ ても 、 使い慣れた障害福祉サービ ス事業所においてサービ スを 利

用し やすく する 観点や、 福祉に携わる 人材に限り がある 中で、 地域の実情に合わせ
て、 人材を う まく 活用し ながら 適切にサービス提供を 行う と いう 観点から 、 介護保険
サービ ス、 障害福祉サービ ス又は障害児通所支援のいずれかの指定を 受けている 事業
所が、 他の制度におけるサービ スの指定を 受けやすく する 「 共生型サービス」 が、 平
成30年度報酬改定に合わせて創設さ れまし た。  

 
○介護保険サービスにおける 共生型サービ スの事業者指定の対象サービ スは訪問介護、

通所介護、 短期入所生活介護（ 基準特例） 及び療養通所介護（ 定員数の引き 上げ） と
なり ます。  

 
【 障害福祉サービス等】  
 
○障害福祉サービスにおける 共生型サービ スの事業者指定の対象サービ スは居宅介護、

重度訪問介護、 生活介護、 短期入所、 自立訓練（ 機能訓練・ 生活訓練） です。 また、
障害児通所支援の対象サービスは児童発達支援、 放課後等デイ サービスです。  

 
○各事業所は、 地域の高齢者や障害児者のニーズを 踏まえて、 指定を 受ける かどう か判

断し てく ださ い。  
 

２  高額障害福祉サービス等給付費の支給拡大等について 

〇障害福祉サービスを 利用し ていた65歳に達し た障害者が、 介護保険サービ スに円滑に

移行でき る よ う 、 障害者総合支援法が改正さ れ、 平成30年４ 月から 高額障害福祉サー

ビス費（ 利用者負担額を軽減するための給付） の範囲が拡大さ れまし た。  

 

〇こ れによ り 、 障害福祉サービ スから 介護保険サービ スに移行し た場合に新たに生じ る

自己負担分が償還さ れるよう になり まし た。  

 

〇支給要件は65歳になるまでに５ 年間障害福祉サービ スを受けていたこ と や世帯が市町

村民税非課税であるこ と と さ れています。  

 

〇詳細は各市町村の障害福祉担当課にお尋ねく ださ い。  
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１ －１ ３   記録の整備 
 

介護保険事業者は、 従業者、 設備、 備品及び会計に関する諸記録を整備し ておかなけれ

ばなり ません。 また、 利用者に対するサービスの提供に関する記録を整備し 、 その完結の

日から ５ 年間保存し なければなり ません。  
 

１  記録の整備について 

 

記録によ り サービ ス提供が確認でき ない場合は、 報酬返還になる こ と も あり ますの

で、 サービスを提供し た際には、 サービスの提供日、 提供開始・ 終了時刻、 提供内容、

保険給付の額、 利用者の心身の状況、 その他必要な事項などを具体的に記録し てく ださ

い。  

 

 

 

利用者の支給限度額の残額 

 

サービスの利用状況   など 

                                                     

 

 

 

＜活用事例＞ 

①利用者の日々の提供記録を活用し 、 利用開始時から の利用者の心身の状況等の変化を

把握し た上で、 サービス内容の評価や計画の見直し を行い、 より 利用者に合っ た適切

なサービスの提供を図る。  

②利用者等から の苦情の内容等の記録、 事故の状況等の記録を従業者の研修資料と し て

活用し 、 同様の苦情や事故の再発防止を図る。  
 

☆メモ☆ 

 

介護報酬請求の根拠 

 

 

 

 

 

 
 

 
 把握 

把握 

活用 

 

記 録 
 

提供したサービ

スの内容等 

サービスの質の向上 
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１ －１ ４   指定更新申請の手続 
 
 介護保険事業者が指定基準等を 遵守し 、 適切な介護サービ スを 提供し ているかを 定期的

に確認するための仕組みと し て事業者の指定に６ 年間の有効期間が設けら れています。  

 

 

    

※介護保険事業者は６ 年ごと に指定の更新を受ける必要があります。 
 
１  指定更新制度と 指定有効期間等の確認方法 

(1) 指定の更新と指定有効期間 

 

 

 

 

※指定更新手続き については、 「 介護情報サービスかながわ」 に掲載し ている「 受付

スケジュ ール」 、 「 申請書類」 等を確認し た上で、 期限までに申請書類を郵送し て

く ださ い。 （ 介護老人保健施設の場合は、 別に県より 連絡・ 通知し ます。 ）  
 

(2) 指定有効期間等、事業所情報の確認方法 

  ① 事業所で保管する指定通知書、 指定申請書類（ 控）  

  ② 「 介護情報サービスかながわ」 の介護事業所検索による事業所情報の確認 

 
 

○ 貴事業所のサービスごと に指定年月日を確認し てく ださ い。  

○ 変更届等の提出漏れがないか、 実態と 届出内容が乖離し た状態と なっ ていない

か等を 確認し 、 提出漏れ等があっ た場合には、 速やかに変更届等を 提出し てく

ださ い。  
 

２  更新を希望し ない場合 

 ○ 指定更新申請をせずに指定有効期間満了日を経過した場合、指定の効力を失い、介護保

険サービスの提供ができなくなります。（指定の失効） 

 ○ こうした指定更新手続きの重要性から、更新を行わないとする場合においても、その旨の意

思表示を申出書の提出により行ってください。 
 
【申請・届出様式等の掲載場所】 

「介護情報サービスかながわ」（http://www.rakuraku.or. jp/kaigonavi/） 

－ライブラリ（書式／通知） 

－４．指定更新（http://www.rakuraku.or. jp/kaigo2/60/lib.asp?topid=5） 

 

ポイント 

指定 更 新 有効 有効 更 新 

更新日 

（ 指定有効期間満了日）  

更新対象事業所宛てに通知文書を 郵送 

更新日の２ か月半前頃 

指定更新申請の審査 

33

http://www.rakuraku.or.jp/kaigonavi/
http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib.asp?topid=5


 

１ －１ ５   変更届・ 加算届・ 廃止届・ 休止届等 

 

１  変更届・ 加算届・ 廃止届・ 休止届等について 
  
 ○介護保険事業者は、 次の①から ③までに該当すると きは、 県に届け出るこ と が介護保 
   険法等により 義務付けら れています。  

① 事業所の名称や所在地等の届出事項に変更があっ たと き 
② 加算や減算等の介護給付費算定に係る体制等に変更があっ たと き 
③ 事業を廃止、 休止又は再開し よう と すると き 

 
      参考：介護保険法第75条、82条、89条、99条、115条の5、115条の25 

介護保険法施行規則第131条、133条、135条、137条、140条の22、140条37 
 
 ○届出が必要な事項、 その提出期限をあら かじ め確認し ておき、 届出事項が発生し たと  
  き は、 必ず提出期限までに県に届出を行っ てく ださ い。  
 

 基本報酬額の改定にと も なう 料金表の変更については、 変更届の提出は不要です。  
 

 【届出方法・提出期限等】 

※老健・医療院の変更、廃止・休止は、「２ 介護老人保健施設・介護医療院の各種変更等手続

きについて」をご覧ください。 

変更届 

必ず『変更届一覧表』により、次のア～ウを確認した上で、届出を行ってください。 

ア 届出が必要か、不要か 

イ 事前の相談が必要か、不要か 

ウ 必要書類は何か 

加算届 

ア 次のサービスの加算の届出 

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護、 

通所リハビリテーション、福祉用具貸与 

（介護予防サービスは省略して記載） 

⇒加算算定開始月の前月15日まで（必着）に郵送により届出を行ってください。 

イ 次のサービスの加算の届出 

短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設 

（介護予防サービスは省略して記載） 

⇒加算算定開始月の１日まで（必着）に郵送により届出を行ってください。 

ウ 加算の廃止（居宅系サービス・施設系サービス共通） 

加算の算定要件を満たさなくなることが明らかになった場合には、速やかに郵送により

加算の廃止の届出を行ってください。 

廃止届 

休止届 

廃止又は休止の日の１月前までに郵送により届出を行ってください。 

※事業所を休止又は廃止するときは、従業者に対し、これまでのキャリアを今後の業務に

活かせるよう、実務経験証明書を発行してください。 

再開届 再開する日の前日までに来庁により届出を行ってください。 
 

 

【申請・届出様式等の掲載場所】 

「介護情報サービスかながわ」（http://www.rakuraku.or. jp/kaigonavi/） 

－ライブラリ（書式／通知） 

－２．変更・廃止・休止・再開届（http://www.rakuraku.or. jp/kaigo2/60/lib.asp?topid=3） 
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２  介護老人保健施設・ 介護医療院の各種変更等手続き について 

（ １ ） 変更に関する手続き について 

事前に許可・ 承認（ 申請） が必要な事項と 変更届が必要な事項があり ます。  

【 変更許可申請・ 変更承認申請】  

〇変更する前に申請書を提出し 、 変更日までに県の許可（ 承認） を受けなければ変更で

き ません。  

〇県の許可（ 承認） が必要な変更であるにも かかわら ず、 許可や承認を受けずに変更し

ているケースが見受けら れます。 必ず事前に申請し て変更日までに許可（ 承認） を受

けてく ださ い。  

変更許可申請 

２ 週間前までに申請書を提出 

施設のレイ アウト 変更、 施設の共用、 敷地の変更 

運営規程の変更（ 従業者の職種・ 員数、 協力病院）  

入所定員の増（ 事前に市町村に相談が必要）  

管理者の変更承認申請 

２ 週間前までに申請書を提出 

管理者の変更 

広告事項の許可申請 

２ 週間前までに申請書を提出 

介護老人保健施設の広告は介護保険法で制限さ れてい

ます。 変更する場合は許可が必要です。  

【 変更届】  

〇変更届には、 変更前に届出が必要なも のと 変更後に届出するも のがあり ます。  

事前に届出 運営規程の変更（ 入所定員の減、 料金表）  

変更後10日以内に届出 施設の名称、 住居表示変更、 電話・ FAX番号、 併設施設概要 

介護支援専門員の変更、 管理者の氏名・ 住所 

協力歯科医療機関、 協力病院の名称・ 診察科目、  

定員減・ 料金表以外の運営規程の記載事項 

法人の代表者、 所在地、 名称（ ※） 、 電話・ FAX番号 

※ 法人の合併による名称変更は、 旧法人と し ての「 廃止」 、 新法人と し ての「 新規

開設許可」 が必要な場合があり ますので、 事前にご相談く ださ い。  

（ ２ ） 廃止・ 休止について 

  廃止や休止をする場合は、 市町村の施設整備計画に関係するため、 市町村及び県に２

か月前までに事前相談を行っ てく ださ い。  

 ☆メ モ☆ 
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１ －１ ６   介護サービス情報の公表制度 

 
平成18年４ 月にスタ ート し た「 介護サービス情報の公表」 制度は、 介護サービスの利用

に際し 、 利用者やその家族等が自ら 事業所の選択ができ るよう 支援するための仕組みと し

て介護保険法で定めら れている制度で、 平成30年４ 月から 、 指定都市（ 横浜市、 川崎市及

び相模原市） に係る事務・ 権限は各指定都市へ移譲さ れまし た。  

公表の対象と なるサービスを実施し ている全ての事業者は、 基本情報と 運営情報の報告

（ 調査票の提出） 及び公表手数料の納入が義務付けら れています。  

なお、 訪問調査は、 県が定める「 介護サービス情報の公表制度における調査に関する指

針」 に基づき 実施し ており 、 訪問調査の対象と なる事業者は、 調査手数料の納入も 義務付

けら れています。  
 
１  公表対象サービスについて 

 

 ○ 前年の介護報酬の支払額（ 利用者負担額を含む。 ） が100万円を 超えたサービスが公

表の対象（ ※１ ） と なり ます。 公表の対象と なる サービスは、 県から 郵送する『 計

画通知書』 （ ※２ ） に記載し ていますのでご確認く ださ い。  

 
 

※１  例えば、 訪問看護と 介護予防訪問看護を実施し ている事業所で、 訪問看護の  

   み介護報酬の支払実績が100万円を超えていた場合、 訪問看護のみが対象と な 

   り ます。  

※２  県から 郵送する『 計画通知書』 は重要な書類です。 １ 年間大切に保管し てく  

   ださ い。 なお、 公表対象サービスを実施する事業所のみに発送いたし ます。  
 

２  手数料について 

  

○ 公表手数料（ 公表事務に関する費用） 及び調査手数料（ 調査事務に関する費用） は、

所定の納入通知書により 、 お近く の金融機関（ ゆう ちょ 銀行を 除く 。 ） でお支払いく

ださ い。  

○ こ れら の手数料は、 県における 介護サービ ス情報の公表制度を 円滑に運用する ため

に、 指定情報公表センタ ー及び指定調査機関の運営費用と し て使われます。  

 

 

 

※ 平成29年度までは、 既存の事業所に対し て、 ７ 月初旬に計画通知書及び納入通

知書等を 送付し 、 調査票入力期限の約１ ～２ カ 月前に改めてお知ら せを送付し て

いまし たが、 平成30年度以降は、 調査票提出期限の１ ～２ カ 月前に計画通知書及

び納入通知書等を 送付し ます。     納入通知書は、 『 計画通知書』 が入っ ている

封筒に同封し ていますので、 納入期限までに必ずお支払いく ださ い。  
 
 

  

 

 

ポイント 

注意 
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３  報告（ 調査票の提出） について 

( 1)  報告の内容（ 基本情報調査票と 運営情報調査票）  
 

 基本情報調査票 運営情報調査票 

報告内容 

事業所の名称、 連絡先、 人員体制、

営業時間などの事業所の基本的な情

報 

事業所の実施サービスの内容に関す

る事項、 運営状況に関する事項など

の情報 

報告対象 

事業所 
公表の対象と なる全ての事業所 

公表の対象と なる全ての事業所 

（ ※令和３ 年１ 月１ 日以降に指定さ

れた事業所を除く 。 ）  

 

 

＜基本情報＞ 

公表後に内容を 修正する こ と ができ ますので、 内容に変更があっ た場合は、 適宜

修正を 行っ てく ださ い。 併せて変更の届出も 必要な場合は、 必ず県に対し 変更届を

提出し てく ださ い。  

＜運営情報＞ 

公表後に内容を変更するこ と ができ ませんのでご注意く ださ い。  
 

４  訪問調査について 

 ○ 令和３ 年度の訪問調査は、 平成11年度、 平成14年度、 平成17年度、 平成20年度、 平

成23年度、 平成26年度、 令和元年度～令和３ 年度に新規に指定を 受けたサービ スに

ついて実施し ます。 なお、 訪問調査の有無については『 計画通知書』 にも 記載し て

います。  

  

 【 訪問調査が免除さ れるサービス】  

 ○ 調査対象サービ スの中で第三者性がある 評価機関により 次のア～オに規定する評価

を 令和２ 年度（ 2020年４ 月１ 日～2021年３ 月31日） に受審し た事業所にあっ ては、

事業者自ら サービ スの質の向上に取り 組んでいる こ と から 、 情報公表制度に係る 訪

問調査の対象サービ スから 除外さ れます。 計画通知書受領後、 事業所自ら の申出を

も っ て申請する こ と と し 、 申請がない場合は、 計画に沿っ て訪問調査を 行う こ と と

なり ます。  

ア 福祉サービス第三者評価 

イ  地域密着型サービス外部評価（ 実施回数緩和適用の事業所を含む）  

ウ 介護サービス評価 

エ 特定施設外部評価 

オ その他、 公正、 客観性があると 県が認めた評価 
 

※令和２ 年度に「 介護サービ ス情報の公表」 制度に基づく 調査を 受けていたと し て

も 、 こ の調査によ っ て今年度の訪問調査が免除と なるこ と はあり ませんので、 ご

注意く ださ い。  

 ○ 公表に応じ ない業者への対応（ 介護保険法第115条の35）  

４  （ 略）  当該介護サービ ス事業者に対し 、 その報告を 行い、 若し く はその報告の内容を

是正し 、 又はその調査を 受ける こ と を 命ずるこ と ができ る。  

６  （ 略）  開設者が第四項の規定によ る 命令に従わないと き は、 （ 略） 許可を 取り 消し 、

又は期間を 定めてその指定も し く は許可の全部若し く は一部の効力を 停止する こ と がで き

る 。   

ポイント 

注意 
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１ －１ ７   介護支援専門員 

 
１  介護支援専門員証及び主任介護支援専門員の有効期間について 

介護支援専門員と し て実務（ 居宅介護支援事業所管理者を含む） に継続し て従事するために

は、 介護支援専門員証の更新を行い、 有効期間内の介護支援専門員証を必ず所持し ていなければ

なり ません。  

 

○ 更新後の介護支援専門員証の有効期間は、 更新前の有効期間満了日の翌日から５ 年間設け

られます。  

 

主任介護支援専門員についても有効期間が設けられており 、 その更新には主任介護支援専門員

更新研修の修了が必要です。  

 

○ 主任介護支援専門員の有効期間は、 次のとおり と なり ます。  

  

主任研修を修了し た年度 
①平成23年度まで 

②平成24～26年度 
平成27年度以降 

 

 

主任研修修了後の有効期間 

①平成31年度３ 月31日まで 

（ すでに経過）  

②令和２ 年３ 月31日まで 

（ すでに経過）  

※経過措置期間のため 

 

 

主任研修修了日から５ 年間 

初回主任更新研修修了後の 

新たな主任の有効期間 

主任更新研修修了日から 

５ 年間 

更新前の主任の有効期間 

満了日の翌日から５ 年間 

２ 回目以降の主任更新研修 

修了後の新たな主任の 

有効期間 

 

更新前の有効期間満了日の翌日から５ 年間 

 ※ 主任介護支援専門員は「 主任」 、 主任介護支援専門員研修は「 主任研修」 、  

主任介護支援専門員更新研修は「 主任更新研修」 と 表記。  

 

主任介護支援専門員の有効期間満了後は主任介護支援専門員と し ての業務には従事できなく な

るほか、 介護支援専門員証が失効し た場合にも、 主任介護支援専門員と し ても業務に就く こ と が

できなく なり ます。  

 

また、 新型コロナウイルス感染症の影響を鑑みて、 令和２ 年２ 月28日から令和２ 年８ 月31日ま

で、 介護支援専門員法定研修の開催を延期し たこと から、 神奈川県登録の介護支援専門員につい

て、 次のと おり 、 介護支援専門員等の資格を喪失し ない取扱いをすること と し まし た。  

 

○ 介護支援専門員証や主任介護支援専門員の有効期間満了日が令和２ 年２ 月28日以降の場

合、 次のと おり 県が認める期間の終期までは、 資格を喪失し ない取扱いとし ます。  
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介護支援専門員証及び主任介護支援専門員 

の有効期間満了日 

資格を喪失し ない取扱いの 

期間の終期 

令和２ 年２ 月28日から令和３ 年３ 月31日まで 令和４ 年３ 月31日 

令和３ 年４ 月１ 日から令和４ 年３ 月31日まで 令和５ 年３ 月31日 

 

○ 資格を喪失し ない取扱いの対象と なるために、 手続きは必要あり ません。  

 

○ 資格を喪失し ない取扱いの対象者は、 資格を喪失し ない取扱いの終期までに、 介護支援専

門員証の場合は更新に必要な研修を修了後に更新申請を行う 、 主任介護支援専門員の場合は

主任介護支援専門員更新研修を修了すること により 、 元の有効期間満了日の翌日から５ 年間

の有効期間が設けられます。  

 

（ 例）  

介護支援専門員証に 

記載の有効期間満了日 

資格を喪失し ない 

取扱いの期間の終期 

更新後の介護支援専門員証の 

有効期間満了日 

令和３ 年４ 月１ 日 令和５ 年３ 月31日 令和８ 年４ 月１ 日 

 

○ 介護支援専門員証の有効期間が令和２ 年２ 月28日以降に満了する方で令和元年度に延期

と なった再研修の受講者については、 資格を喪失し ない取扱いの対象外と なり ます。 再研

修を修了後、 介護支援専門員証の交付申請をし てく ださ い。 交付申請書を収受し た日から

５ 年間の有効期間が設けられます。  

 

○ 詳細については、 神奈川県ホームページ「 介護支援専門員の研修情報」 及び「 主任介護

支援専門員研修及び主任介護支援専門員更新研修について」 に掲載の「 新型コ ロナウイル

ス感染症に係る介護支援専門員等の資格を喪失し ない取扱いに等の資格を喪失し ない取扱

いついて（ 通知） 」 （ 令和２ 年６ 月11日付け地福第1229号神奈川県福祉子ども みら い局福

祉部地域福祉課長） において案内し ていますので、 必ず確認し てく ださ い。  

 

各研修の時期等、 神奈川県からの情報発信は、 神奈川県ホームページ「 介護支援専門員のペー

ジ」 によって行いますので、 最新情報を確認し てく ださ い。  

  

なお、 県や研修機関からは、 個々の介護支援専門員に対し て有効期間満了日や受講すべき研修

の案内は行いませんので、 各自で有効期間満了日の把握及び研修の計画的な受講をお願いし ま

す。  

 

また、 各事業所におかれまし ては、 次の項目について徹底し た管理をお願いし ます。  

① 介護支援専門員証及び主任介護支援専門員の有効期間満了日はいつか。  

② 介護支援専門員証の更新に必要な研修を計画的に受講し ているか。  

③ 更新に必要な研修修了後、 介護支援専門員証の更新手続きをし ているか。  
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１ －１ ８   業務管理体制の整備 

 
介護サービ ス事業者（ 法人） は、 事業の適正な運営を 確保するため、 法令遵守等の業

務管理体制を整備し 、 関係行政機関に届け出るこ と が義務付けら れています。  

業務管理体制の届出が行われていない場合、 介護保険法第115条の32に違反し 、 法令違

反と なり ます。 届出を行っ ていない事業者（ 法人） は、 速やかに届け出てく ださ い。  
 

１  事業者が整備する業務管理体制 

 ○ 介護サービス事業者（ 法人） は、 指定又は許可を 受けている事業所等の数に応じ

て、 次のと おり 業務管理体制を整備し なければなり ません。  
 

事業所
等の数 

１以上20未満 20以上100未満 100以上 

業
務
管
理
体
制
の 

整
備
の
内
容 

①法令を遵守するための体制の確保に係る責任者（「法令遵守責任者の選任」） 

 ②業務が法令に適合することを確保するための規程の整備 
（「法令遵守規程の整備」） 

 
③業務執行の状況の監査の実施 

（「業務執行状況の監査」） 

 

※事業所等の数には、 介護予防サービス事業所、 介護予防支援事業所

及び地域密着型サービ ス事業所の数は含みますが、 病院等が行うみな

し指定の事業所の数は含みませんので、みなし事業所のみの法人につい

ては届出の必要はありません。 
 

２  届出先 

 ○ 介護サービス事業者（ 法人） は、 整備し た業務管理体制の内容を次の区分により  

関係行政機関へ届け出なければなり ません。  
 

 

 

 
 

区     分 届出先 

(1)事業所等が２以上の都道府県
に所在する事業者 

事業所等が３以上の地方厚生局管轄区域に 
所在する事業者 

厚生労働省 

事業所等が１又は２の地方厚生局管轄区域に 
所在する事業者 

事業者の主たる
事務所が所在す
る都道府県 

(2)地域密着型サービス（介護予防を含む）事業のみを行う事業者であって、すべて 
の事業所等が同一市町村内に所在する事業者 

市町村 

(3)すべての事業所等が１の都道
府県に所在する事業者  

下記以外の事業者 都道府県 

すべての事業所等が１の指定都市内に所在
する事業者 

指定都市 

すべての事業所等が１の中核市内に所在する
事業者 

中核市 

注意 

※事業所の新規指定、 廃止等に伴い、 所管先に変更があっ た場合は、  

変更前、 変更後のそれぞれの関係行政機関に届出を 行う 必要があり ます。  注意 
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３  変更届について 

○ 次に掲げる事項について変更があっ たと きは、 遅滞なく 、 変更届を提出し なけれ 

ばなり ません。  

○ 指定又は許可を受けている事業所数により 、 業務管理体制の整備の内容が変わり  

ます。 新規事業所の指定を受けたと き は、 法人が整備すべき 業務管理体制の内容に 

変更がないか確認し てく ださ い。  
 

【 変更届出事項】  

１  法人の種別、 名称（ フ リ ガナ）  

２  法人の主たる事務所の所在地、 電話番号、 Ｆ Ａ Ｘ 番号 

３  法人代表者の氏名（ フ リ ガナ） 、 生年月日、 住所、 職名 

４  事業所等の名称、 所在地（ ※）  

５  法令遵守責任者の氏名、 生年月日 

６  業務が法令に適合するこ と を 確保するための規程の概要（ 事業所等の数が20以

上の法人のみ）  

７  業務執行の状況の監査の方法の概要（ 事業所等の数が100以上の法人のみ）  

※法人が運営する事業所等の数の増減により 、 整備する業務管理体制の内容に変更

があっ た場合（ 例えば、 事業所等の数が20未満から 20以上100未満に変わっ た場

合など） のみ、 変更の届出が必要です。  

【 業務管理体制の整備の届出方法や変更届等の様式等について】  

○ 様式、 記入要領、 業務管理体制の概要は、 以下に掲載し ています。  

「 介護情報サービスかながわ」  

－ラ イ ブラ リ （ 書式／通知）  

－８ ． 各種届出（ 業務管理体制・ 老人福祉法の届出・ 生活保護法の届出） 等 

－業務管理体制の整備に係る届出 

（http://www.rakuraku.or. jp/kaigo2/60/lib-list.asp?id=610&topid=20） 

 
 

※厚生労働省や地方厚生局、 指定都市、 中核市その他市町村に届出を 行う 場合の届出様

式は、 それぞれの行政機関にお問い合わせく ださ い。  

４  業務管理体制整備の確認検査について 

○ 神奈川県では、 事業者の業務管理体制の整備状況を検証するため、 報告の徴収、 事 

  業者の本部・ 関係事業所等への立入検査などを実施し ており ます。  

○ 立入検査において、 問題点が確認さ れた場合、 必要に応じ て行政上の措置（ 勧告、   

  命令） を行う こ と があり ます。  
 
【 検査の種類】  

○ 一般検査・ ・ ・ 届出のあっ た業務管理体制の整備・ 運用状況を 確認するために、 定期

的（ 概ね６ 年に１ 回） に実施 

[今年度の実施予定]  

・ 実施時期   令和３ 年11月１ 日から 11月30日 

・ 実施方法   書面検査により 実施 

・ 対象事業者  「 介護情報サービスかながわ」 内に対象事業者を掲載 

・ その他   「 介護情報サービスかながわ」 のメ ール配信によ り 実施等を通知し ます

ので、 メ ールにご注意く ださ い。  

○ 特別検査・ ・ ・ 指定介護サービス事業所等の指定取消処分相当事案が発覚し た場合に

実施（ ①業務管理体制の問題点を確認し 、 その要因を 検証、 ②指定等取消処分事案へ

の組織的関与の有無を検証）  

 

注意 
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１ －１ ９  介護職員処遇改善加算・ 介護職員等特定処遇改善加算 
 

１  介護職員処遇改善加算 

 
○介護職員処遇改善加算は、 平成23年度まで実施さ れていた介護職員処遇改善交付金に

よ る 賃金改善の制度を 継続するために、 平成24年度から 交付金を 円滑に介護報酬に移
行し 、 介護職員の賃金に充てるこ と を 目的に創設さ れたも のです。 平成27年度、 平成
29年度、 平成30年度の改定を経て現在５ 区分になっ ています。  

 
○交付金を 受けていた事業所・ 施設は、 原則と し て交付金によ る賃金改善の水準を 維持

するこ と が求めら れます。  
 
○賃金改善額が処遇改善加算額を上回る必要があり ます。  
 
○加算区分は「 キャ リ アパス要件」 「 職場環境要件」 を 満たし ている かによ っ て要件が

異なり ます。  
加算区分 算定要件（ 賃金改善以外の要件）  

加算Ⅰ 
( 介護職員１ 人当たり 月額37, 000円相当)  

キャ リ アパス要件Ⅰ、 Ⅱ、 Ⅲ、 職場環境 
環境要件の全てを満たす 

加算Ⅱ 
( 介護職員１ 人当たり 月額27, 000円相当)  

キャ リ アパス要件Ⅰ、 Ⅱ、 職場環境要件
の全てを満たす 

加算Ⅲ 
( 介護職員１ 人当たり 月額15, 000円相当)  

キャ リ アパス要件Ⅰ又はⅡ、 職場環境要
件を満たす 

加算Ⅳ 
( 介護職員１ 人当たり 月額13, 500円相当)  

キャ リ アパス要件Ⅰ、 Ⅱ、 職場環境要件
のいずれかを満たす 

加算Ⅴ 
( 介護職員１ 人当たり 月額12, 000円相当)  

なし  

 ※加算Ⅳ、 加算Ⅴは、 令和３ 年３ 月31日で廃止になり ます。 ただし 、 令和３ 年３ 月31
日時点で算定し ている事業所については、 令和４ 年３ 月31日まで算定可能です。  

    
キャ リ アパス要件Ⅰ…職位・ 職責・ 職務内容等に応じ た任用要件と 賃金体系を 整備し 、 その

内容について 
キャ リ アパス要件Ⅱ…資質向上のための計画を 策定し て研修の実施又は研修の機会を 確保す

るこ と  
キャ リ アパス要件Ⅲ…経験若し く は資格等に応じ て昇給する 仕組み又は一定の基準に基づき

定期に昇給判定する仕組みを 設けるこ と  
職場環境要件…賃金改善以外の処遇改善を 実施し 、 全ての介護職員へ周知するこ と  

 

○加算算定対象外サービス 

（ 介護予防） 訪問看護 

（ 介護予防） 訪問リ ハビリ テーショ ン 

（ 介護予防） 居宅療養管理指導 

（ 介護予防） 福祉用具貸与 

特定（ 介護予防） 福祉用具版売 

  居宅介護支援、 介護予防支援 

 

２  介護職員等特定処遇改善加算 

 
○介護職員等特定処遇改善加算（ 以下「 特定加算」 と いう 。 ） は、 経験・ 技能のある職

員に重点化を し つつ、 職員の更なる処遇改善を 行う と と も に、 介護職員の更なる処遇
改善と いう 趣旨を そこ なわない程度において、 一定程度他の職種の処遇改善も 行う こ
と ができるこ と と なっ ています。  
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○加算区分は特定加算（ Ⅰ） 、 特定加算（ Ⅱ） があり 、 他の所定の加算の取得状況によ
っ て算定でき る区分が異なり ます。  

 
○特定加算の算定要件は次のと おり です。  

 
①賃金改善要件 

賃金改善額が特定加算額を上回るこ と  
②介護福祉士の配置等要件（ 特定加算Ⅰのみ）  
 サービス提供体制強化加算（ Ⅰ） 又は（ Ⅱ） 、 特定事業所加算（ Ⅰ） 又は（ Ⅱ） 、

入居継続支援加算（ Ⅰ） 又は（ Ⅱ） 、 日常生活継続支援加算を算定し ているこ と  
③現行加算要件 
 既存の介護職員処遇改善加算（ Ⅰ） から （ Ⅲ） までのいずれかを 算定し ている こ と

（ 特定加算と 同時に介護職員処遇改善加算に係る処遇改善計画書の届出を 行い、 算
定さ れる場合を含む。 ）  

④職場環境等要件 
 賃金改善以外処遇改善の内容を 全ての職員に周知し ているこ と （ 処遇改善等計画書

別紙１ 表４ の「 入職促進に向けた取組」 、 「 資質の向上やキャ リ アアッ プに向けた
支援」 、 「 両立支援・ 多様な働き 方の推進」 、 「 腰痛を 含む心身の健康管理」 、
「 生産性の向上のための業務改善の取組」 及び「 やり がい・ 働き がいの醸成」 の区
分ごと に１ つ以上の取組を 行う こ と 。 なお、 令和３ 年度においては、 ６ つの区分か
ら ３ つの区分を選択し 、 それぞれの区分ごと に１ つ以上の取組を行う こ と 。 ）  

⑤見える化要件（ 令和３ 年度は算定要件ではない）  
 特定加算に基づく 取組について、 ホームページへの掲載等によ り 公表し ている こ

と 。 具体的には、 介護サービ スの情報公表制度を 活用し 、 特定加算の取得状況を 報
告し 、 賃金以外の処遇改善に関する 具体的な取組内容を記載するこ と 。 （ 公表制度
の対象と なっ ていない場合は、 各事業所のホームページ等を 活用する など外部から
見える形で公表する必要がある。 ）  

 
○加算配分対象と 配分方法 

１  グループ分けの考え方 
ａ  経験・ 技能のある介護職員 勤続10年以上の介護福祉士を 基本と し つつ、 各事

業所の裁量で設定が可能。  
ｂ  他の介護職員 経験・ 技能のあるグループ以外の介護職員 
ｃ  その他の職種 介護職員以外の職員 

 
２  事業所における配分方法 

３ グループそれぞれにおける平均賃金額等について、 次のと おり と する が、 グルー
プ内の賃金改善額は柔軟な設定が可能です。  

 
・ ａ グループの１ 人以上は月額平均８ 万円（ 賃金改善期間における平均） 以上ま

たは改善後の賃金見込額が年額440万以上（ 現に賃金が年額440万円以上の者が
いる場合にはこ の限り でない） と するこ と 。 ただし 、 小規模事業所等で加算額
全体が少額である場合等については、 当該賃金改善が困難な合理的な説明が必
要。  

    ・ ａ グループの賃金改善平均額はｂ グループの平均額より 高く するこ と    

    ・ ｃ グループの賃金改善平均額はｂ グループの平均額の１ ／２ 以下と するこ と  

・ ｃ グループの賃金改善後の賃金見込額が年額440万円を 上回ら ないこ と 。 （ 賃

金改善前の賃金が年額440万円を上回る場合は賃金改善対象と なら ない。 ）  

 

○特定加算についても 、 既存の介護職員処遇改善加算と 同様に法人単位の申請が可能で

す。 （ 取得区分が異なる事業所があっ ても 一括し て申請可能です。 ）  
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○加算を 取得する ためには年度ごと に処遇改善計画書と 実績報告書の提出が必要です。

様式等は以下に掲載さ れています。  

ウェ ブサイ ト  介護情報サービスかながわ 

→ ラ イ ブラ リ （ 書式／通知）  

→ ０ ． 介護職員処遇改善加算・ 介護職員特定処遇改善加算 

ht t p: //www. r akur aku. or . j p/kai go2/60/l i b. asp?t opi d=19 

３  令和３ 年度介護職員処遇改善加算取得促進支援事業 

 
神奈川県では、 介護職員処遇改善加算の新規取得や、 よ り 上位の加算区分の取得を促

進するために、 介護職員処遇改善加算取得促進支援事業を行っ ています。  
なお、 当事業は公益財団法人介護労働安定センタ ーに委託し ています。  

 
○事業内容 

①介護職員処遇改善加算取得促進セミ ナー 
 介護職員処遇改善加算の取得のための賃金の改善、 キャ リ アパスの構築、 職場環境

要件に関する説明及び介護職員等特定処遇改善加算に関する説明を行います。  
なお、 会場に参加者を 参集し て開催する集合型セミ ナーではなく 、 オンラ イ ンセミ
ナーと し て実施し ます。  

 
配信期間： 令和３ 年９ 月14日( 火) １ ０ 時～令和３ 年９ 月２ ２ 日( 水) １ ７ 時まで 
※配信期間中は24時間視聴可能です。 ただし 、 最終日は17時を も っ て配信終了と なる

ため、 17時までに視聴を完了できるよう ご視聴く ださ い。  
※今年度は既に実施済です。  
 

   
○参加対象○ 

   ・ 神奈川県内（ 横浜市、 川崎市、 相模原市を除く ） の事業所 
   ・ 介護職員処遇改善加算対象サービス事業所（ 地域密着型サービス含む）  
   ・ 介護職員処遇改善加算（ Ⅱ） 以下を算定し ている事業所、 未取得の事業所 

及び介護職員等特定処遇改善加算未取得の事業所 
 
②個別相談 
 事業所に社会保険労務士を 派遣し 、 加算の取得に必要な賃金の改善、 キャ リ アパス

の設定、 資質の向上、 労働環境の改善に係る就業規則の整備等に関する 具体的な手
順や内容の助言を 行います。 なお、 個別相談に当たっ ては、 新型コ ロ ナウイ ルス感
染症拡大防止の観点から 、 電話、 メ ール、 Ｆ Ａ Ｘ 、 オン ラ イ ン相談等による 対面を
伴わない方法による相談も 可能と し ます。  

 
 ○支援対象○ 
   ・ 神奈川県内（ 横浜市、 川崎市、 相模原市を除く ） の事業所 
   ・ 介護職員処遇改善加算対象サービス事業所（ 地域密着型サービス含む）  
   ・ 介護職員処遇改善加算（ Ⅱ） 以下を算定し ている事業所、 未取得の事業所 
    及び介護職員等特定処遇改善加算未取得の事業所 
 
取得促進セミ ナーの参加申込・ 個別訪問相談の支援申込については、 下記にお問い合

わせく ださ い。  
 

【 問合せ先】  公益財団法人 介護労働安定センタ ー 神奈川支所 
 

住所： 神奈川県横浜市中区弁天通６ －７ ９  港和ビル８ 階 
   電話： ０ ４ ５ －２ １ ２ －０ ０ １ ５   

Ｆ Ａ Ｘ ： ０ ４ ５ －２ １ ２ －０ ０ １ ６  
   E-mai l ： kanagawa@kai go-cent er . oｒ . j p 
 
 

 

44

http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib.asp?topid=19
mailto:kanagawa@kaigo-center.o


 

１ －２ ０   介護職員等による喀痰吸引等について 

 
社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正により 、 平成24年４ 月１ 日から 、 介護福祉士

及び一定の研修を 終了し た介護職員等は、 診療の補助と し て喀痰吸引等の「 医療的ケ

ア」 を行う こ と を業と するこ と が可能になり まし た。  
 

１  介護職員等による喀痰吸引等 

（対象となる医療行為） 

○ たんの吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部） 

○ 経管栄養（胃ろう又は腸ろう、経鼻経管栄養） 

※実際に介護職員等が実施できるのは、県知事の認定を受けた上記行為の一部又は全部で

す。 

 

（実施できる者） 

医師の指示、看護師等との連携の下において、 

○ 認定特定行為業務従事者 

（具体的には、一定の研修（社会福祉士及び介護福祉士法に定める「喀痰吸引等研修」等）を

修了し、県知事が認定したホームヘルパー等の介護職員、介護福祉士、特別支援学校教

員、経過措置対象者等） 

○ 介護福祉士 

 （介護福祉士登録証に実地研修を修了した喀痰吸引等行為が附記されていること） 

 

（実施される場所） 

○ 特別養護老人ホーム等の施設 

 

○ 在宅（訪問介護事業所等からの訪問） 

 

 

【たん吸引等に関するＱ＆Ａ（その１）】 

（Ｑ）現在、介護等の業務に従事している介護福祉士や介護職員（ヘルパー等）は全てたん吸引等の

研修（喀痰吸引等研修）を受けて認定されなければならないのですか。 

（Ａ）すべての人が受ける必要はありません。ただし、現在勤務している事業者や施設が登録事業者と

なり、たんの吸引等の業務に従事していく場合には、認定を受ける必要があります。また、認定を

受けていなければ、たんの吸引等が行えないことは言うまでもありません。 

 

（Ｑ）介護職員実務者研修等において、医療的ケアの科目を履修しましたが、「実地研修を除く」 

   類型となっています。その場合、認定特定行為業務従事者となることはできますか。 

（Ａ）介護職員実務者研修等（社会福祉士及び介護福祉士法第４０条第２項第１号から第３号 

 まで若しくは第５号の規定に基づく養成施設若しくは学校又は同項第４号の規定に基づく高

等学校若しくは中等教育学校）において医療的ケアの科目を履修した者であっても、実地研

修を除く類型で履修を完了した場合、それだけでは認定特定行為業務従事者として認定を受

けることや喀痰吸引等業務を行うことはできません。（介護職員実務者研修等実施機関ごとに

実地研修を含む類型の受講が可能であるか否か異なりますので、確認することをお勧めしま

す。） 

 

などの場において、認定特定行為業務従事者
による喀痰吸引等は登録特定行為事業者によ
り、介護福祉士による喀痰吸引等は登録喀痰
吸引等事業者（注）により行われる。 
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従事者認定証の申請 

 その場合、改めて登録研修機関等により必要となる実地研修を履修したのち、認定特定行

為業務従事者として認定を受けてください。 

２  登録特定行為
． ． ． ．

事業者、 登録喀痰吸引等
． ． ． ． ．

事業者 

○ 自らの事業の一環として、たんの吸引等の業務を行う者は、事業所ごとに県知事に申請し、

登 

  録を受けることが必要です。 

＜対象となる施設・事業所等の例＞ 

 ○ 介護関係施設（特別養護老人ホーム、老人保健施設、グループホーム、有料老人ホーム、

通所介護、短期入所生活介護等） 

 ○ 在宅（訪問介護、居宅介護・重度訪問介護（移動中や外出先を含む）等）、生活介護、特別

支援学校） 

 ○ 障害関係施設（障害者支援施設、グループホーム等） 

 

 ※ 医療機関は対象外です。 

 

＜認定特定行為業務従事者の認定申請及び登録特定行為事業者の登録申請の流れ＞ 

   ※平成28年度より申請窓口が変更になりました。ご注意ください。 

 

 

                               

                              認定特定行為業務従事者 
                                  認定証交付 

 

 

 

 
認定特定行為業務従事者 

                                 認定証交付申請 

 

 

 

 

 

 
 

                                登録特定行為事業者 

                                                 

（登録喀痰吸引等事業者） 

                                         

                                    登録申請 

 

 

登録番号の交付・公示 

   

※申請に当たっては、必ず「介護情報サービスかながわ」 

に掲載の「認定特定行為業務従事者の認定証の交付及び 

登録喀痰吸引等事業者の登録等の手続きについて」を 

ご覧ください。 

１．県内事業所が取りまとめて申請 

☆県内在住で、当該事業所勤務者に限る 

 

■第一号及び第二号関係 

（ 不特定の者対象）  

高齢福祉課 

福祉施設グループ 

  電話 045－210－1111 

  内線 4855 

 

■第三号関係 

（ 特定の者対象）  

障害サービス課 

事業支援グループ  

    電話 045－210-1111 

    内線 4732 

■高齢施設関係 

高齢福祉課 

福祉施設グループ 

   電話 045－210－1111 

   内線 4855 

■高齢在宅関係 

  在宅サービスグループ 

   電話  045-210-1111 

     内線  4841 

 

■障害者事業所関係 

障害サービス課 

    事業支援グループ 

   電話 045-210-1111 

     内線 4732 

２．個人で申請 

☆県内在住で、県外事業所勤務者 

☆県内在住ボランティア 

 
 

事業者登録の申請 

☆県内事業者に限る 
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【たん吸引等に関するＱ＆Ａ（その２）】 

（Ｑ）事業所は全て登録特定行為事業者（登録喀痰吸引等事業者）となる必要がありますか。 

（Ａ）すべての事業所や施設が登録事業者となる必要はありません。ただし、当該事業所等におい

て認定特定行為業務従事者や介護福祉士にたんの吸引等の提供を行わせる場合には登録

が必要となります。 

３  登録研修機関 

○ たんの吸引等の研修を行う機関は県知事に申請し、登録を受けることが必要です。（全ての

要件に適合している場合は登録） 
 

【登録の要件】 

☆基本研修、実地研修を行うこと 

☆医師・看護師等が講師として研修業務に従事（准看護師は対象外）していること。 

☆研修業務を適正・確実に実施するための基準に適合していること 

☆具体的な要件については省令で定めている 
 

 ○ 『喀痰吸引等研修』のカリキュラムは「講義＋演習＋実地研修」、類型は次の３種類です。 

・第１号研修（不特定多数の者対象・喀痰吸引等の各行為（５行為）全てについて実地研

修を修了する類型） 

・第２号研修（不特定多数の者対象・喀痰吸引等の各行為（５行為）のうち、任意の行為に 

         ついて実地研修を修了類型） 

・第３号研修（特定の者対象、対象者（行為）ごとに実地研修について再受講が必要） 

  

 

【たん吸引等に関するＱ＆Ａ（その３） 研修関係～特定の者対象（省令第３号研修）】 

（Ｑ）特定の者を対象とする研修については、当初、対象となる者（行為）が存在することが前提と 

なるのですか。 

また、対象者が存在しない場合においても予め「喀痰吸引等研修の課程のうち、講義及び 

（評価を伴わない）シミュレーター演習」のみを受講しておいたのち、対象者に対し喀痰吸 

引等行為が必要である事態が生じた時点で現場演習及び実地研修を受講することは可能 

ですか。 

 (Ａ) 登録研修機関（特定の者対象～省令第3号研修）において基本研修のうち、予め８時間の 

講義＋（評価を伴わない5種類の）シミュレーター演習を受講することは可能です。 

     ただし、登録研修機関等においては、上記の取扱いを行う場合、次の条件が必要になりま

す。 

① 相当期間経過したのちの研修（現場演習＋実地研修）受講となるが、研修初回である 

ことから研修時の事故回避の観点からも簡易なシミュレーター等を用いての現場演習は 

必須であり、指導看護師から現場演習において一連の行為が問題なく行えると評価を 

受けたのち、対象者に対し直接行為を行う「実地研修」に移ること。 

② ①の取扱いにより研修を実施する場合においても、初回受講については「講義＋（評価 

を伴わない5種類の行為）シミュレーター演習」に加え、相当期間経過した後においても 

「（特定の行為）の簡易なシミュレーター等を用いての評価を伴う現場演習＋対象者に 
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対する特定の行為を直接行う実地研修」までを当初受講した登録研修機関において 

責任を持って修了させることとする。（ただし現場演習＋実地研修については受講生 

の所属する事業所等への委託も可能である。その場合、登録研修機関として実地研修 

先から研修実施責任者や指導責任者等を記した承諾書を得ておくことが必要） 

③ なお、上記①、②の取扱いによらず、登録研修機関等において事故回避等の責任上 

上記のカリキュラムの分離を認めない取扱いをすることを何ら妨げるものではないこと 

を申し添える。 

（Ｑ） 特定の者対象（省令第3号）研修について当初全課程を修了した者が、新たな対象者や 

行為を行う場合の取扱いについて実地研修からの受講が必要であると承知していますが、 

現場演習の取扱いは具体的にはどのようになるのですか。 

（Ａ） 当初、特定の者対象（省令第3号）研修を全課程修了した者については、国の要綱上、 

実地研修からの受講が必要となるが、その際に現場演習を行ったうえで対象者に対し直接 

行為を行う実地研修に移ることは望ましいことといえます。 

    また、国研修実施要綱では、基本の研修カリキュラムを示していますが、全課程を受講した 

者であっても、登録研修機関等がその責任上、安全性を担保するうえで現場演習を実施す 

ること及び評価を行うことを妨げるものではありません。 

   なお、受講生はそれぞれの研修実施先のカリキュラムが国の実施要綱に準拠していることを 

    確認の上、各実地研修先に問い合わせ、受講先を選択することができます。 

 
 

【登録の要件】 

☆医師、看護職員等の医療関係者との連携の確保 

☆記録の整備その他安全かつ適正に実施するための措置 

 （注）  登録特定行為
． ． ． ．

事業者と登録喀痰吸引等
． ． ． ． ．

事業者では、次のとおり要件に違

いがあります。 

  ・登録特定行為
． ． ． ．

事業者⇒喀痰吸引等は、実地研修を修了した認定特定行為業務

従事者に行わせること。 

  ・登録喀痰吸引等
． ． ． ． ．

事業者⇒喀痰吸引等は、実地研修を修了した介護福祉士に行

わせること。また、実地研修を修了していない介護福祉士等に対し、医師・看

護師等を講師とする実地研修を行うこと。 

   ※本県では、登録喀痰吸引等事業者の登録を平成29年７月から開始しました。 

☆具体的な要件については省令で定めている 

※登録特定行為事業者の指導監督に必要な届出、報告徴収等の規定を整備 
  
 

【各種申請の様式・申請方法等の掲載場所】 

「介護情報サービスかながわ」（http://www.rakuraku.or. jp/kaigonavi/） 

－ライブラリ（書式／通知） 

－１４．介護職員等によるたんの吸引・経管栄養 

（http://www.rakuraku.or. jp/kaigo2/60/lib.asp?topid=23） 
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１ －２ １   高齢者虐待の未然防止と 早期発見 

【 経過】  

○「 高齢者虐待の防止、 高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（ 以下、 高齢者虐待防止法

と 表記。 ） 」 が平成18年に施行さ れてから 、 15年が経過し まし た。  

【 現状】  

○法の周知や高齢化の進展により 、 高齢者虐待の相談・ 通報件数や、 虐待認定件数は、 年々増加

し ています。 特に養介護施設従事者等による 高齢者虐待については、 昨今、 深刻な事案が複数

報道さ れ、 本県でも 深刻な状況が顕在化し ています。  

【 法の趣旨】  

○高齢者虐待防止法第５ 条において、 「 養介護施設従事者等の高齢者の福祉に職務上関係のある

者は、 高齢者虐待を 発見し やすい立場にある こ と を 自覚し 、 高齢者虐待の早期発見に努めなけ

ればなら ない」 と さ れています。 高齢者の権利を擁護し 、 高齢者が安心し て過ごせる環境を 提

供すべき 養介護施設や養介護事業における高齢者虐待の発生は、 決し てあっ てはなら ないこ と

であり 、 養介護施設従事者等の方々は、 高齢者の権利を 擁護し 、 尊厳を 守ら なければなら ない

と いう 法の趣旨や内容を十分理解するこ と が不可欠です。  

【 厚生労働省老健局長通知】  

○国は令和３ 年３ 月11日、 高齢者虐待の再発防止、 未然防止に向けた体制整備に取り 組むよう 厚

生労働省老健局長通知「 令和元年度｢高齢者虐待の防止、 高齢者の養護者に対する支援等に関す

る法律に基づく 対応状況等に関する調査｣の結果及び高齢者虐待の状況等を踏まえた対応の強化

について（ ht t ps: //www. mhl w. go. j p/st f /sei sakuni t sui t e/bunya/0000199819_ 00003. html ） を

発出し まし た。  

【 局長通知の要点】  

●１  法に基づく 対応状況等に関する調査結果を踏まえた的確な検証・ 分析等 

虐待の傾向や特徴、 取組状況等を 検証・ 分析、 迅速かつ適切な事実確認、 性的指向・ 性自認

を 理由と し て被虐待高齢者に対する介護施設への入所等の適切な措置、 都道府県と 市町村と の

連携強化、 介護施設等への改善指導（ 勧告） に対する改善計画（ 取組） に対するモニタ リ ング

や死亡事案での事後検証や再発防止等に向けた取組の実施 

●２  介護施設等における虐待防止体制等の整備 

（ １ ） 指定介護保険サービスにおける運営基準の改正への対応 

運営基準の改正により 、 全ての介護サービス事業者を 対象に、 利用者の人権の擁護、 虐待の

防止等の観点から 、 虐待防止検討委員会の開催、 指針の整備、 研修の実施、 担当者を定めるこ

と を 義務づけるこ と と し ており 、 都道府県において、 介護施設等が虐待防止体制を 確実に整え

ら れるよう 適切な指導等の実施※詳細は、 運営の手引き の「 虐待の防止」 をご参照く ださ い。  

（ ２ ） 介護サービス相談員派遣事業等の推進 

制度未実施市町村への事業効果等の周知、 地域医療介護総合確保基金における介護サービス

相談員派遣等事業に係る研修費用等のメ ニュ ーの対象化や住宅型有料老人ホームやサービス付

き 高齢者向け住宅での介護サービス相談員の受入促進に向けた働き かけ 

●３  新型コ ロナウイ ルスの感染拡大時における高齢者虐待への対応 

外出自粛等により 高齢者が外出を 控え、 居宅で長い時間を 過ごすこ と 等により 、 養護者の生

活不安やスト レ スの増加が予想さ れ、 養護者の介護疲れなどの要因が影響し 、 高齢者虐待の発

生・ 深刻化が懸念さ れるため、 見守り の実施や、 地域包括支援センタ ー等による訪問や電話等

での状況確認など、 市町村、 都道府県、 関係団体等が連携・ 協働し 対応するよう 留意 

●４  財産上の不当取引による高齢者の被害への対応 

市町村の対応について改善が必要と 認めら れる場合等の適切な支援・ 助言や注意喚起 

●５  高齢者権利擁護等推進事業の活用 

令和３ 年度に虐待の再発防止・ 未然防止策の検討のための会議の設置を 補助対象と し て追加

するこ と による市町村・ 都道府県の再発防止・ 未然防止策への反映。  

その他、 虐待対応部局の実務者等で構成さ れる会議の設置等による、 より 一層の都道府県と

市町村の連携強化や積極的な高齢者権利擁護等推進事業の活用 
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１  高齢者虐待防止法による高齢者虐待の定義 

○「 高齢者」 と は、 ６ ５ 歳以上の者と 定義する。  

○「 養護者による高齢者虐待」 「 養介護施設従事者等による高齢者虐待」 に分けて定義する。  

○次の５ つの類型を「 高齢者虐待」 と 定義する。  
身体的虐待、 心理的虐待、 介護・ 世話の放棄・ 放任（ ネグレク ト ） 、 性的虐待、 経済的虐待 

※セルフ・ネグレクト（自虐）について 

介護・ 医療サービ スの利用を 拒否するなどにより 、 社会から 孤立し 、 生活行為や心身の健康

維持が出来なく なっ ている状態ですが、 高齢者虐待防止法の範囲には含まれません。  

し かし ながら 、 こ の状態にある高齢者は、 認知症のほか、 精神疾患・ 障害、 アルコ ール関連

の問題を 有すると 思われる者も 多く 、 生命・ 身体に重大な危険が生じ るおそれや、 ひいては孤

立死に至るリ スク も 抱えている状態であり 、 必要に応じ て高齢者虐待に準じ た対応ができ るよ

う に関係部署・ 機関の連携体制を構築するこ と が重要と さ れています。  

※身体拘束について 

介護保険事業者・ 施設指定基準において、 原則と し て禁止さ れています。 緊急やむを得ない

場合（ ３ 要件全てに該当する場合： 切迫性、 非代替性、 一時性） 以外の身体拘束は、 全て高齢

者虐待に該当する行為と さ れています。  

２  養介護施設従事者等による高齢者虐待の未然防止と 早期発見 

(1) 令和元年度の養介護施設従事者等による高齢者虐待の件数 
 神奈川県 全国 

相談通報件数 153件      2, 267件      

虐待と 判断し た件数 50件（ 32. 7%）  644件（ 28. 4%）  

 

(2) 相談・通報者内訳（全国）  
※複数回答。 構成割合は、 相談・ 通報者の合計人数に対するも のです。  

 本 人

による

届出 

家族・

親族 

当該施設 

現 

職員 

当該施設 

元 

職員 

当該施設 

管理者

等 

医師 

等 

介護 

支援 

専門員 

介護 

ｻｰﾋﾞｽ
相談員 

地域包

括支援 

センター 

都道 

府県 
警察 

その他 

・不明 

人数 41 499 628 188 401 86 91 26 91 56 56 466 

割合 1. 6% 18. 9% 23. 8% 7. 1% 15. 2% 3. 3% 3. 4% 1. 0 3. 4% 2. 1% 2. 1% 17. 6% 

 

 

 

 

(3)養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止 
①組織としての虐待の未然防止・早期発見のための体制づくり 

高齢者虐待に至る原因は多岐に渡りますが、その原因を職員個人の問題とはせず、組織と

して課題をとらえ取り組むことが大切です。 

リスクマネジメントの見地や職員が燃え尽きないためにも、日ごろの業務の中で悩みや相談

を受け止めたり、介護技術に対してアドバイスができる体制を整備するとともに、職員の労働条

件の改善にも留意する必要があります。 

（平成21年3月「施設職員のための高齢者虐待防止の手引き」P40～41） 

②通報等による不利益取扱いの禁止 

ア 通報義務 

高齢者虐待防止法において通報義務は、養介護施設における高齢者虐待の事例を施設

等の中で抱えてしまうことなく、早期発見・早期対応を図り、高齢者の尊厳の保持の理念のも

とサービスの質の確保や向上に資するために設けられています。 

イ  守秘義務と の関係 

養介護施設従事者等が高齢者虐待の相談や通報を行うことは「守秘義務違反」になりませ

ん（第21条第６項）。 

 

相談・通報者のうち、当該施設職員、管理者等が 39.0%、元職員が７．１%、合計46.1%です。 

養介護施設従事者による高齢者虐待の発見に重要な役割を果たしています 
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ウ 公益通報者保護 

養介護施設従事者等による高齢者虐待の通報等を行った従業者等は、通報等を理由に、

解雇その他不利益な取り扱いを受けないことが規定されています（第21条第7項）。 

また、「公益通報者保護法」においても、労働者が事業所内部で法令違反が生じ、又は

生じようとしている旨を事業所内部、行政機関、事業所外部に対して所定の要件を満たして

公益通報を行った場合、通報者に対する保護が規定されています。 

     

③施設職員のスキルアップのため研修等の紹介 

      ア 研修教材「高齢者の権利擁護に関する研修プログラム」 

        平成21年に県が作成し た「 施設職員のための高齢者虐待防止の手引き」 の内容をパ 

ワーポイ ント で学べる研修プログラ ムを作成し まし た。 県高齢福祉課のホームページか

ら ダウンロード でき ます。 施設内研修にご活用く ださ い。  

ht t ps: //www. pr ef . kanagawa. j p/docs/u6s/cnt /f 3673/p1082156. html #s2 
 

      イ 令和３年度 神奈川県認知症介護基礎研修・認知症介護実践（実践者・リーダー）研修 

        県では、 国の要綱に基づき、 認知症介護の専門的な知識・ 技術を身につけるこ と を 

目的と し た研修を実施し ています。  

こ の研修は、 認知症介護基礎研修（ 年３ 回） ※オンラ イ ン（ eラ ーニング教材）  

認知症介護実践者研修（ 年４ 回）  

認知症介護リ ーダー研修（ 年２ 回）  

の３ 種類にわかれており 、 介護の経験や技量、 役職等に応じ て、 段階的に学ぶこ と が

でき るよう になっ ており ます。 ぜひ、 積極的にご受講く ださ い。 。  

なお、 実施スケジュ ールは「 介護情報サービスかながわ」 のHPでご確認く ださ い。  

（ ※ 令和3年度は新型コ ロナウイ ルス感染症の状況等により 、 予定回数・ 定員に変更あり ）  

 

介護情報サービスかながわ ⇒ 事業者 ⇒ ラ イ ブラ リ  ⇒ 12. 認知症介護の研修 

ht t ps: //www. r akur aku. or . j p/kai go2/60/l i b. asp?t opi d=13 

 

３  養護者による高齢者虐待の早期発見 

 

（１）令和元年度の養護者によ る高齢者虐待の件数 

 神奈川県 全国 

相談・ 通報件数 1, 986件 34, 057件 

虐待と 判断し た件数 871件（ 43. 9%）  16, 928件（ 49. 7%）  

 

( 2)  相談・ 通報者内訳（ 全国）  

 ※複数回答。 構成割合は、 相談・ 通報者の合計人に対するも のです。  
 介護支援専門

員・介護保険

事業所職員 

医療機

関従事

者 

近隣

住民

知人 

民生 

委員 

被虐待

者本人 

家族・

親族 

虐待者

自身 

当該市

町村行

政職員 

警察 
その他・ 

不明 

人数 10, 119 1, 764 1, 156 736 2, 424 2, 895 483 2, 160 10, 007 2, 748 

割合 27. 5% 4. 8% 3. 1% 2. 0% 6. 6% 7. 9% 1. 3% 5. 9% 27. 2% 7. 5% 

 

 

 

 

 

 

相談・通報者の 27.5％が、介護支援専門員・介護保険事業所職員です。 
養護者による高齢者虐待の発見において重要な役割を果たしています。 
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( 3)  養護者によ る高齢者虐待の早期発見 

   ①観察によっ て早期発見を 

高齢者が介護保険サービスを 利用し ている 場合、 担当の介護支援専門員や介護保険事

業所職員は、 高齢者や養護者・ 家族等と 接する機会も 多いこ と から 、 高齢者の身体面や

行動面の変化、 養護者・ 家族等の様子の変化などを 専門的な知識を 持っ て常に観察する

こ と が重要です。  

②協力し て対応を 

介護保険サービスでは、 様々な職種が協力し て、 一人の高齢者を支えています。  

虐待が疑われる 事例などは、 サービス担当者会議を 開催するなどし て、 様々な職種が

関わり 、 高齢者を介護する養護者を支援し ていく こ と が非常に重要です。  

③養護者による高齢者虐待の早期発見と 通報 

高齢者虐待防止法では、 高齢者の福祉に業務上関係のある団体や職員などは、 高齢者

虐待の早期発見に努めなければなら ない。 （ 第５ 条）  

また、 養護者による高齢者虐待を受けたと 思われる高齢者を発見し た者は、 当該高齢

者の生命又は身体に重大な危険が生じ ている場合は、 速やかに市町村に通報し なければ

なら ない。 （ 第７ 条第１ 項） 第1項に定める場合のほか、 養護者による虐待を受けたと 思

われる高齢者を発見し た者は、 速やかに市町村に通報するよう 努めなければなら ない。

（ 第７ 条第２ 項）  

こ の場合の通報は、 守秘義務違反にはなり ません。 （ 第７ 条第３ 項） 。  

 ( 4)  やむを得ない事由による措置 

高齢者虐待防止法の第９ 条第２ 項により 、 養護者による高齢者虐待により 生命又は身体

に重大な危険が生じ ているおそれがある場合、 高齢者を一時的に保護するため、 老人福祉

法第11条等の措置を、 市町村は行います。 ご協力をお願いし ます。  

 

４  神奈川県内の高齢者虐待相談・ 通報窓口 

 

〇県内市町村の相談窓口や、 施設職員のための高齢者虐待防止の手引き 等を次ページに掲載 

し ています。  

 

【 高齢者虐待防止のために】  

ht t ps: //www. pr ef . kanagawa. j p/docs/u6s/cnt /f 3673/ 

 

 

 

 

未然防止の体制づくりに役立ちます。 
事後対応や再発防止についても紹介しています。 
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１ －２ ２   かながわ感動介護大賞の取組み 
 

急速に高齢化が進む中で、 ますます介護ニーズが増加する一方、 介護従事者の人材確保

が厳し い状況にあり ます。  

そこ で、 神奈川県では、 介護従事者がやり がいと 誇り をも っ て仕事ができるよう 、 介護

従事者への社会的な評価の向上を 目指し 、 介護の仕事の素晴ら し さ をアピールするため、

神奈川発の「 かながわ感動介護大賞」 を平成24年度に創設し 、 取組みを進めています。  

 

◆介護の現場は、 苦労も 多いですが、 そう し た中にも 小さ な感動があり 、 その積み重

ねが「 やり がい」 につながる現場でも あり ます。  

◆介護保険事業に携わる皆さ んは、 小さ な感動など、 日ごろ から 沢山あっ て、 応募す

るほどのこ と ではないと 思っ ていませんか？ 

◆ちょ っ と 嬉し かっ た出来事なども 職員間で共有するこ と で、 疲れも 和ら ぎ、 次なる

パワーが沸いてく るこ と も あり ますし 、 こ う し た取組を「 ビタ ミ ン剤」 と 呼んでい

る事業所も あるよう です。  

◆エピソ ード を広く 紹介するこ と によっ て、 介護の仕事の魅力を伝え、 皆さ ま方と と

も に介護現場を盛り 上げていき たいので、 ご応募お待ちし ています。  

 

○ 事業内容 

介護を 受けた高齢者や家族等から 、 介護にまつわる エピ ソ ード （ 感動介護エピ ソ ー

ド ） を募り 、 介護の素晴ら し さ を伝える感動的なエピソ ード の応募者や、 対象と なっ た

介護従事者や施設等を表彰し ます。  

 

○ 今後のスケジュ ール（ 予定）  

・  11月下旬 表彰式の実施 

・  令和４ 年２ 月以降 感動介護エピソ ード 作品集の配布 

・  感動介護エピ ソ ード は随時募集し ています。 現在、 第10回かながわ感動介護大賞

（ 令和４ 年度選考分） のエピソ ード の募集中です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 問合せ先】  

神奈川県福祉子ども みら い局 高齢福祉課 感動介護大賞担当 電話045（ 210） 4835 

 

53



 

介護保険法の規定によ る 指定

（ 開設許可） 日 

平成26年６ 月30日以前 平成26年７ 月１ 日以降 

生活保護法指定済み 

（ Ｈ 26年７ 月１ 日時点）  

生活保護法未指定 

（ Ｈ 26年７ 月１ 日時点）  

生活保護指定不

要の意向 

生活保護指定を

要する 意向 

特段の手続き  

不要 

新法の指定を 受けたと

みな さ れま す。  

申請手続き 必要 

生活保護法で の指定が

必要な場合、 生活保護

法で の申請が必要で

す。  

特段の手続き  

不要 

介護保険法の指定

（ 許可） と 同時に

生活保護法によ る

みな し 指定を 受け

ま す。  

申出書手続き  

必要 

その旨の申出書の

提出によ り 、 生活

保護法によ る みな

し 指定は受けま せ

ん。  

※申出書の提出

は、 介護保険法に

よ る 指定（ 許可）

日前に限り ま す。  

一旦は、 生活保護法で

のみなし 指定を 受け

ず、 後に指定を 要する

意向と な っ た場合 

 

１ －２ ３   生活保護法指定介護機関について 
  

生活保護法による介護扶助は、生活保護法により指定された指定介護機関に委託して行われます。 

 

＜平成26年７月１日以降に介護保険法により指定された事業所＞ 

別段の申出（注１）がない限り、生活保護法の指定があったものとみなされます。また、指定の取消し、

廃止、効力の停止についても介護保険法による指定の効力と連動します（みなし指定）が、それ以外の

事項（注２）に関する届出（変更等）が必要です。 

（注１）生活保護法による指定を不要とする場合は、介護保険法の各指定権者から案内される申出書にその旨

記載しご提出ください。提出は、介護保険法の規定による指定又は開設許可日までです。 

（注２）介護保険法による指定とは違い、６年毎の更新手続きは不要です。 

＜平成26年６月30日以前に介護保険法で指定されたが、生活保護法での指定のない事業所＞ 

介護保険法によるみなし指定の対象とはなりません。生活保護法での指定を受ける場合は、別途申

請（注３）が必要です。 

（注３）申請書等の様式は、神奈川県ホームページからダウンロードできます。 

        神奈川県ホームページwww.pref. kanagawa. jp＞健康・福祉・子育て＞生活保護・ホームレス支援＞ 

生活保護について＞生活保護法による指定介護機関について＞指定介護機関の申請手続き 
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４０歳以上６５歳未満の介護保険被保険者以外の生活保護受給者への介護サービス提供については、

障害福祉サービス優先活用の原則がありますので、居宅サービス計画作成にあたり十分留意してください。 
 

【他法他施策（障害福祉サービス）優先の原則】 

生活保護受給者は、国民健康保険に加入できないため、４０歳以上６５歳未満の生活保護受給者は社

会保険加入者及び被扶養者を除き医療保険未加入者であり、介護保険の被保険者となりません。 

 介護保険被保険者以外の４０歳以上６５歳未満の生活保護受給者で介護保険法施行例第２条各号の

特定疾病により要介護状態等にある者については、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律による自立支援給付等の障害福祉サービスが、生活保護法による介護扶助に優先されるた

め、自立支援給付等の活用が可能な場合は、その優先的な活用を図ったうえで、なお介護サービスの利

用が必要不可欠であると認められる場合において、要介護状態に応じ介護扶助を受けることとなります。 
 

○生活保護法による介護扶助の適用が可能な場合（40歳以上65歳未満の被保険者以外の者） 

(1) 給付を受けられる最大限まで障害者施策を活用しても、要保護者が必要とするサービス量のす

べてを賄うことができないために、同内容の介護サービスにより、その不足分を補う場合 

(2) 障害者施策のうち活用できる全ての種類のサービスについて最大限(本人が必要とする水準ま

で)活用している場合において、障害者施策では提供されない内容の介護サービスを利用する

場合 
 

【介護扶助の給付限度額】 

被保険者以外の者の介護扶助(居宅介護及び介護予防)の給付に係る給付上限額は、介護保険法

に定める支給限度額から自立支援給付等の給付額を控除した額となります。 

   

 

 

 

 

 

 

ただし、常時介護を要し、その介護の必要性が著しく高い障害者などの場合で、介護扶助の支給

限度額から自立支援給付等の給付額を控除した額の範囲内では、必要な量の介護サービス(自立支

援給付等によるサービスには同等の内容のものがない介護サービス(訪問看護等)を確保できないと

認められるときは、例外的に、介護扶助の支給限度額の範囲内を上限として、介護扶助により必要最

小限度のサービス給付を行うことは差し支えないこととされています。 
 

なお、自立支援給付を受けるためには障害者手帳の取得が必要となることから、福祉事務所では被

保険者以外の生活保護受給者が障害者手帳を取得していない場合は、まず手帳取得の可否の判断

を行い、障害者手帳の取得が可能であれば、自立支援給付の優先適用について検討していくこととな

っています。居宅サービス計画作成にあたり福祉事務所と十分に連携をはかってください。 

 

生活保護法に関する問合せ先 

生活援護課生活保護グループ （045）210-1111（代） 内4916 

障害福祉サービ ス 

（ 自立支援給付で 対応可能な サービ ス は自立

支援給付優先）  

介護扶助 

（ 支給限度額－自立支援給付）  

介護保険法に定める 支給限度額 

40歳以上65歳未満の被保険者以外の生活保護受給者への介護サービ スについて 
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１ －２ ４   介護の資格届出制度等 

 

１  介護の資格届出制度及び再就職準備金貸付制度について 

（ １ ） 介護の資格届出制度について 

社会福祉法により 、 社会福祉事業等に従事し ていた介護福祉士の資格を有する者が離職

し た場合には、 都道府県福祉人材センタ ーに住所、 氏名等の届出をすること が努力義務化

さ れており ます。  

また、 介護福祉士の他、 次の研修を修了し た方も、 介護福祉士等の届出サイト 「 福祉の

お仕事」 から届出るこ とができます。 かながわ福祉人材センタ ーのホームページ「 介護人

材届出のご案内」 からも登録できますので、 周知をお願いし ます。  

  ・ 介護に関する入門的研修修了者 

・ 介護職員初任者研修修了者 

   ・ 旧ホームヘルパー養成研修１ 級課程、 ２ 級課程修了者 

   ・ 旧介護職員基礎研修修了者 

   ・ 介護職員実務者研修修了者 

「 福祉のお仕事」 ホームページ https: //www. f ukushi -work. j p/ 

かながわ福祉人材センターホームページ https: //www. kf j c. j p/ 

事業者においては、 介護福祉士が離職し よう と する場合、 届出が適切に行われるよう に

促すこと が努力義務と さ れています。  

 

（ ２ ） 離職し た介護人材の再就職準備金の貸付制度について 

  介護の実務経験を有する者が、 県内の介護職員処遇改善加算を算定し た事業所又は施

設に介護職員等と し て再就職が決定（ 内定を含む） し た場合に、 再就職のための準備金

（ 上限４ ０ 万円） を貸付する制度を実施し ています。 再就職者の採用をし た際には、 制

度の案内をお願いし ます。  

【 対象者】 介護職員等と し ての実務経験を１ 年以上有し 、 離職後の期間が１ 年以上の者 

【 返還免除】 県内の介護事業所又は施設に継続し て２ 年間従事し た場合、 貸付金の返還

が免除になり ます。  

問合せ先： 神奈川県社会福祉協議会 福祉人材センタ ー 電話 045-312-4816 

２  介護福祉士国家試験の受験資格及び実務者研修受講資金貸付制度について 

（ １ ） 実務経験ルート による介護福祉士国家試験の受験資格について 
   平成２ ８ 年度の国家試験から、 実務経験ルート による介護福祉士国家試験の受験資格に

「 実務者研修」 の修了が加わっています。  
   実務経験３ 年以上だけでは受験できませんので、 計画的に「 実務者研修」 を受講し 、 国

家試験に備えるよう 、 職員に周知をお願いし ます。  
   ○実務者研修実施機関については神奈川県ホームページに一覧を掲載し ています。  

「 神奈川県の社会福祉士・ 介護福祉士養成施設及び介護職員実務者研修施設情報」  
○介護福祉士国家試験については、 公益財団法人社会福祉振興・ 試験センタ ーにお問合

せく ださ い。  
公益財団法人社会福祉振興・ 試験センタ ー 試験室 電話 03-3486-7521 

    

（ ２ ） 実務者研修受講資金貸付制度について 

   実務者研修を受講する者で次のいずれかに該当する者を対象に、 受講資金の貸付を行っ

ています。 職員へ周知いただきますよう お願いし ます。  

○県内において介護等の業務に従事し ている者 

○３ 年以上の介護等の業務に従事し た経験を有し 、 県内に住民登録する者 
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○３ 年以上の介護等の業務に従事し た経験を有し 、 県内の実務者研修施設に在学する者 

実務者研修修了後、 一定期間内に介護福祉士国家試験を受験し て介護福祉士の資格を取

得し 、 その後県内で２ 年間継続し て介護福祉士と し て介護等の業務に従事し た場合、 貸付

金の返還が免除さ れます。  

問合せ先： 神奈川県社会福祉協議会 福祉人材センタ ー 電話 045-312-4816 

３  各種補助金について 

（ １ ） 「 介護職員研修受講促進支援事業費補助金」 について 

研修を受講する従業者を支援する介護事業者に補助し ます。  

【 補助額】  

○介護職員初任者研修 

・ 受講料補助  受講者1人につき上限24, 000円 

   ・ 代替職員補助 受講者1人につき上限65, 000円 

○実務者研修 

  ・ 受講料補助  受講者1人につき上限40, 000円 

  ・ 代替職員補助 受講者1人につき上限39, 000円 

○生活援助従事者研修 

・ 受講料補助  受講者1人につき上限12, 000円 

   ・ 代替職員補助 受講者1人につき上限30, 000円 

○介護福祉士ファ ースト ステッ プ研修 

 ・ 代替職員補助 受講者1人につき上限56, 000円 

〇認定介護福祉士養成研修 

・ 受講料補助  受講者1人につき上限37, 000円 

   ・ 代替職員補助 受講者1人につき上限60, 000円 

（ ２ ） 「 介護職員子育て支援代替職員配置事業費補助」 について 

出産・ 育児休業等からの復職を支援し ます。  

【 補助額】   短時間勤務の介護職員1人当たり  上限額 25万円 

【 補助対象と なる短時間勤務職員】  

   出産・ 育児休業後に復職し 短時間勤務制度を利用する介護職員の他、 出産・ 育児のた

めに一度退職し 、 介護職員と し て短時間勤務の雇用形態で再就職し た職員について代替

職員配置し た場合なども、 補助の対象と なり ます。  

 【 代替職員】  

   新たに雇用し た職員、 派遣職員の他、 既に雇用し ている非常勤職員等で代替対応する

場合も対象と なり ます。  

（ ３ ） 「 外国人介護人材受入施設環境整備事業費補助」 について 

外国人介護職員を受け入れるための環境整備等を行った介護事業者に補助し ます。  

【 補助額】  １ 施設あたり  上限額 20万円 

ホームページ  ※補助金の申請手続きについては、 県ホームページをご覧く ださ い。  

ht tp: //www. pref . kanagawa. j p/docs/n7j /cnt/f 533152/i ndex. html （ 介護職員研修受講促進支援事業費補助）  

http: //www. pref . kanagawa. j p/docs/n7j /cnt/f 536505/i ndex. html （ 介護職員子育て支援代替職員配置事業費補助）  

 https: //www. pref . kanagawa. j p/docs/n7j /cnt/f 535601/gai kokuj i nkai go. html  

（ 外国人介護人材受入施設環境整備事業費補助）   
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１ －２ ５  福祉サービス第三者評価 

 

福祉サービス第三者評価 

（ １ ） 福祉サービス第三者評価とは 

 福祉サービス事業者が、 利用者により よいサービスを提供するために、 自ら進んで第三

者である評価機関による評価を受けて問題点等を把握し 、 サービスの改善に取り 組むと と

もに、 その評価結果情報を社会に公表する仕組みです。  

 事業者でも利用者でもない公正・ 中立な評価機関が、 客観的・ 専門的な立場から総合的

に評価し ます。  

 評価受審により 、 事業者のサービスの質の向上への取組促進、 利用者のサービス選択を

支援するための情報提供を目的と し ています。  

 

●神奈川県では、  

 「 かながわ福祉サービス第三者評価推進機構」 （ 以下「 推進機構」 と いう 。 ） を社会福

祉法人神奈川県社会福祉協議会内に設置し 、 普及啓発事業、 評価調査者養成研修・ 登録事

業、 評価機関認証事業、 評価結果公表事業等を行っています。  

 
    ＜社会福祉法＞（ 福祉サービスの質の向上のための措置等）  

     第78条  社会福祉事業の経営者は、 自らその提供する福祉サービスの質の向上の評価を

行う こ と その他の措置を講ずるこ と により 、 常に福祉サービスを受ける者の立場

に立って良質かつ適切な福祉サービスを提供するよう 努めなければなら ない。  

 

 

（ ２ ） 評価を受けるメ リ ッ ト  

 ・  サービスの質の向上への気づきが得られます。  

 ・  利用者・ 地域と の信頼関係の構築に役立ちます。   

 ・  職員の教育・ 研修の一つと し て評価結果を活用できます。  

 ・  福祉サービスをこれから利用し よう と し ている方や就職先と し て施設を探し ている

方にアピールできます。  

 

（ ３ ） 評価結果の公表 

 推進機構のホームページやＷＡ Ｍネッ ト を通じ て公表し ています。  

 

  かながわ福祉サービス第三者評価推進機構ホーム―ページ 

  ht tp: //www. knsyk. j p/c/3hyouka/eec0bc1de284cef f 282e8f 92eee1f d01 

  

 

（ ４ ） 福祉サービス第三者評価を受審するには 

 第三者評価を行っ ている評価機関にお問い合わせく ださ い。 推進機構のホームペー

ジには、 評価機関の情報や各評価機関が行っ た評価結果も 掲載し ていますので、 評価

機関選定の参考にし てく ださ い。  

 

  

また、 事業者説明会を毎年２ 回実施し ています。 令和３ 年度は６ 月と ９ 月に実施し
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まし た。 新型コ ロナウイルス感染症の拡大防止のため資料提供による説明会と し まし

た。 今後は、 来年度に実施を予定し ています。 第三者評価を実際に受審し た事業所か

らの受審報告や評価機関の紹介も行っており ますので、 ぜひ御参加く ださ い。  

 なお、 詳細は決まり 次第、 推進機構のホームページのほか、 「 介護情報サービスか

ながわ」 に掲載し ます。  

 

 

（ 参考 福祉サービス評価の種類）  
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１ －２ ６  かながわベスト 介護セレクト 20と優良介護サービス事業所「 かながわ認証」  

 

１  かながわベスト 介護セレクト 20と 優良介護サービス事業所「 かながわ認証」  

県では、 介護に頑張る事業所を応援する本県独自の取組みと し て、 介護サービスの質の向

上や人材育成、 処遇改善等に顕著な成果をあげた介護サービス事業所等を表彰し 、 奨励金

（ １ 事業所100万円） を交付する「 かながわベスト 介護セレクト 20」 を実施し ています。  

さ らに、 応募事業所の中から、 介護サービスの質の向上や人材育成、 処遇改善等について

一定の水準を満たし ている介護サービス事業所等を認証し 、 認証書を交付する優良介護サー

ビス事業所「 かながわ認証」 も実施し ています。  

これらの取組みにより 、 「 頑張れば報われる」 といった機運が醸成さ れ、 今後の更なる介

護サービスの質の向上につながること を目指し ます。  

【 実施イメ ージ】  

 

【 対象】  

介護保険法に基づく 次のサービスを提供し ている県内（ 政令・ 中核市も含む。 ） 介護サ

ービス事業所等と し ます。  

サービス区分 介護サービスの種類 

訪問系サービス 
訪問介護、 訪問入浴介護、 訪問看護、 訪問リ ハビリ テーショ ン、  

夜間対応型訪問介護、 定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護 

通所系サービス 

通所介護、 通所リ ハビリ テーショ ン、 認知症対応型通所介護、  

小規模多機能型居宅介護、 看護小規模多機能型居宅介護（ 複合型

サービス） 、 地域密着型通所介護 

居住系サービス 
特定施設入居者生活介護、 地域密着型特定施設入居者生活介護、  

認知症対応型共同生活介護 

入所系サービス 

介護老人福祉施設、 介護老人保健施設、 地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護、 短期入所生活介護（ 併設施設を除く 。 ） 、

短期入所療養介護（ 併設施設を除く 。 ）  

60



【 要件】  

  応募・ 申請を希望される事業所は、 次の要件をすべて満たす必要があり ます。   

（ 1） 応募・ 申請年度の４ 月１ 日を基準と して、 事業所指定から３ 年が経過していること 。  

（ 2） 応募・ 申請年度及び前年度以前３ 年度において、 事業所が指導、 監査で勧告以上の行

政指導又は行政処分を受けていないこ と 、 かつ市町村から虐待の認定を受ける等の重大

な不祥事を起こし ていないこと 。  

（ 3） 応募・ 申請年度及び前年度において、 個人情報の流出やハラ スメ ント 等の不祥事を起

こし ていないこと 。  

（ 4） 介護サービス情報公表制度で、 事業所の運営体制や介護サービス提供体制等を示すレ

ーダーチャート ７ 分野合計28点以上であるこ と 。  

( 5)  「 神奈川県介護サービス事業所によるサービスの質等の向上宣言の実施に関する要

綱」 に基づき、 かながわ介護サービス等向上宣言を行っていること 。  

 

【 今年度の実施について】  

かながわベスト 介護セレクト ２ ０ につきましては、 新型コロナウイルス感染症拡大防止のた

め、 今年度も中止といたしますので、 御理解を賜り ますよう お願いいたします。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制度に関する問合せ先 

福祉子どもみら い局福祉部地域福祉課

福祉介護人材グループ 

電話 045-210-4755 

かながわベスト 介護セレクト 20・ 優良介護サービス事業所「 かながわ認証」   

ht tp: //ni nsho. kanaf uku. j p/ 

問合せ先 公益社団法人 かながわ福祉サービス振興会（ 事業委託先）  

電話   045-227-5692 
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１ －２ ７  
神奈川県介護賞、 かながわ福祉みら い賞及び神奈川県社会福祉関係者

等表彰について 
 

１  神奈川県介護賞、 かながわ福祉みら い賞及び神奈川県社会福祉関係者等表彰につ

いて 

〇 令和３ 年度「 神奈川県介護賞、 かながわ福祉みら い賞及び神奈川県社会福祉関係者等表

彰」 の実施中止について 

今年度の「 令和３ 年度神奈川県社会福祉大会」 につきまし ては、 新型コロナウイルス感染

症の感染拡大防止の観点から、 やむなく 中止と さ せていただく こと と なり まし た。  

同大会において表彰等を予定し ていた「 神奈川県介護賞、 かながわ福祉みらい賞及び神奈

川県社会福祉関係者等表彰」 につきまし ても、 全庁あげてのコロナ対応体制と するため、 中

止と さ せていただく ことと し まし た。  

次年度の神奈川県介護賞、 かながわ福祉みらい賞及び神奈川県社会福祉関係者等表彰につ 

いては、 詳細が決まり 次第、 ホームページ等でお知らせいたし ます。  

何卒、 ご理解、 ご協力を賜り ますよう お願い申し 上げます。  

 

（ 以下、 令和２ 年度実施分になり ます。 ）  

 

本県では、 多年にわたり 福祉の第一線で介護業務等に献身的に従事さ れている方や、 研究発

表等の優れた功績をあげた若手職員の方を表彰するため、 標記表彰を実施し ています。  

 職員のモチベーショ ンアッ プにご活用いただく ため、 ぜひと もご推薦く ださ い。  

 

１  神奈川県介護賞 

社会福祉施設等で介護職員、 生活支援員、 児童指導員等と し て利用者の直接介護業務に携

わる方 

ア 業務従事期間 20 年以上かつ、 県内従事期間 10 年以上 

イ 年齢 40 歳以上 

ウ 神奈川県社会福祉関係者等表彰、 指定都市長又は中核市長の社会福祉功労者表彰等を

受賞し ている方 等 

 

２  かながわ福祉みらい賞 

社会福祉施設等で利用者の直接支援業務に従事し ている方又はチーム等の団体 

（ 個人表彰）  

ア 介護職員、 生活支援員、 児童指導員等 

イ 年齢 40 歳未満で、 在職期間が常勤職員と し て通算７ 年以上の方 

ウ 研究発表、 地域貢献、 人材育成等の取組みにおいて、 他の社会福祉施設等の目標・

模範と なり 、 対外的にも顕著な功績があるこ と  等 

（ 団体表彰）  

ア 介護職員、 生活支援員、 児童指導員等を過半数と する団体 

イ 代表者を含む過半数が年齢 40 歳未満であること 

ウ 研究発表、 地域貢献、 人材育成等の取組みにおいて、 他の社会福祉施設等の目標・

模範と なり 、 対外的にも顕著な功績があるこ と  等 

 

３  神奈川県社会福祉関係者等表彰 

社会福祉施設等の長、 社会福祉団体等の役員、 社会福祉施設等に従事する医師、 看護師、
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介護職員、 指導員、 保育士、 調理員、 事務員、 ボランティ ア等 

ア 業務従事期間 15 年又は 20 年以上（ ボランティ アは概ね 10 年以上）  

イ 年齢 40 歳以上 

ウ 市町村長の表彰又は神奈川県社会福祉協議会会長表彰を受賞し ている方 等 

  ※職種や業務内容により 要件が異なり ます。  

 

４  推薦方法 

  詳し い表彰要件及び推薦方法については、 毎年６ 月頃、 県地域福祉課ホームページ「 神奈

川県介護賞」 、 「 かながわ福祉みらい賞」 及び「 神奈川県社会福祉関係者等表彰」 について

に掲載し ますので、 ご確認の上、 ご推薦く ださ るよう お願いし ます。  
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１ －２ ８  若年性認知症支援コ ーディ ネータ ー配置について 

 
神奈川県内に、若年性認知症の人やその家族等の相談、 支援に携わる者同士のネッ ト ワ

ーク の調整を行う 、 若年性認知症支援コ ーディ ネータ ーを県内４ か所に配置し ています。  

(1) 配置場所 

担

当

地

区 

 

配置場所 

 

相談窓口 

県

東

部 

国立病院機構久里浜医療

センター 

 

横須賀市野比5‐3‐1 

０４６‐８４８‐１５５０（直通） 

月～金曜日 ８時30分～17時15分 

県

西

部 

曽我病院  

（福祉医療相談室） 

小田原市曽我岸148 

0465-42-1630（代） 

月～金曜日 ９～17時 

横

浜

市 

横浜市総合保健医療セン

ター診療所  

（総合相談室） 

横浜市港北区鳥山町1735 

045-475-0105（直通） 

月～金曜日 ９～16時 

川

崎

市 

川崎市若年性認知症サポ

ートデスク 

（NPO法人マイW ay） 

川崎市高津区下作延6-4-3－3F 

044-400-7060（直通） 

月～金曜日 ９～16時 

 

（ ２ ） 事業内容 

ア 個別相談事業 

‧  若年性認知症の人やその家族等に対する相談対応 

‧  相談内容を踏まえたサービス等の利用に関する支援 

‧  かかり つけ医や行政機関、 勤務先等の関係機関と の情報共有、 支援内容について

の連絡調整等の連携及び支援 

‧  当事者同士の集まり の場の支援( 本人会議、 認知症カ フ ェ )  

イ  研修事業 

‧  行政、 医療、 介護、 企業担当者等支援関係者への研修の実施及び関係機関のネッ

ト ワーク づく り  

（神奈川県ホームページ 

 「かながわ認知症ポータルサイト」 https://www.pref.kanagawa. jp/cnt/f6401/）  

【問合せ先】 

神奈川県福祉子どもみらい局 高齢福祉課 高齢福祉グループ 電話045(210)4846 
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１ －２ ９  認知症リ スク の軽減が期待さ れる取組み ～コ グニサイ ズ～ 

 
神奈川県では、認知症リスクの軽減が期待される取組みとして、「コグニサイズ」を全県に普及・

展開しています。 

「コグニサイズ」とは、コグニション（認知）とエクササイズ（運動）を組み合わせた造語です。頭で

考えるコグニション課題と、身体を動かすエクササイズ課題を同時に行うことで、脳と身体の機能を

効果的に向上させることをねらいとしたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県のホームページにコグニサイズ等の実施団体を掲載するとともに、実施状況の報告をお願い

しています。事業所でコグニサイズ等を実施している場合は、実績を県に情報提供いただくようお

願いいたします。（様式はホームページに掲載しています。） 

地域でコグニサイズを取り組んでいただけるよう、コグニサイズの基本からプログラムの応用など

を掲載した冊子及びコグニサイズのプログラム例などをご紹介する動画を作成しました。 

また、指導者がいなくても簡単にコグニサイズを学び、実践できるよう動画を配信するとともに、

ＤＶＤの貸出を市町村や地域包括支援センターで行っていますので、詳細は県ホームページをご

覧いただき、 

是非ご活用ください。 

（神奈川県ホームページ「運動による認知症未病改善の取組－コグニサイズ－」 

https://www.pref. kanagawa. jp/cnt/f12651/）  
 

【問合せ先】 

神奈川県福祉子どもみらい局 高齢福祉課 高齢福祉グループ 電話045(210)4846 

 

 ☆メモ☆ 
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